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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 (百万円) 21,779 21,860 21,402 20,032 19,103

経常利益 (百万円) 1,231 1,336 1,103 1,189 1,356

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 983 1,016 781 911 1,003

包括利益 (百万円) 1,037 1,075 687 1,017 1,106

純資産 (百万円) 12,399 13,207 13,694 14,992 14,694

総資産 (百万円) 33,876 32,503 33,164 32,594 31,947

１株当たり純資産額 (円) 3,719.54 3,962.27 4,108.64 4,347.19 4,258.75

１株当たり当期純利益 (円) 295.16 304.94 234.36 273.41 301.11

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.6 40.6 41.3 44.5 44.4

自己資本利益率 (％) 8.2 7.9 5.8 6.5 7.0

株価収益率 (倍) 7.9 6.4 6.4 7.0 5.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,334 508 834 2,348 1,082

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △154 △91 △239 △1,010 △191

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △865 △1,998 928 △1,130 △2,249

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 2,246 665 2,189 2,396 1,038

従業員数
(ほか、平均臨時雇用人員)

(名)
270 284 295 296 290

(24) (18) (23) (22) (19)
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第50期の期首に当該株式

併合が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

３　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第54期の期首から適用してお

り、第54期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 (百万円) 19,882 20,105 19,466 18,190 17,212

経常利益 (百万円) 1,059 1,175 932 990 1,411

当期純利益 (百万円) 856 895 649 748 1,078

資本金 (百万円) 2,651 2,651 2,651 2,651 2,651

発行済株式総数 (株) 34,294,400 3,429,440 3,429,440 3,429,440 3,429,440

純資産 (百万円) 10,402 11,075 11,461 12,073 11,815

総資産 (百万円) 31,344 30,035 30,349 29,080 28,691

１株当たり純資産額 (円) 3,120.38 3,322.79 3,438.67 3,622.57 3,545.31

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
6.0 62.0 70.0 80.0 80.0

(―) (2.0) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 257.06 268.51 194.80 224.47 323.61

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.2 36.9 37.8 41.5 41.2

自己資本利益率 (％) 8.5 8.3 5.8 6.4 9.0

株価収益率 (倍) 9.1 7.3 7.7 8.6 5.4

配当性向 (％) 23.3 29.8 35.9 35.6 24.7

従業員数
(ほか、平均臨時雇用人員)

(名)
195 202 207 212 208
(20) (15) (20) (19) (15)

株主総利回り
(比較指標：配当込みTOPIX)

(％)
(％)

102.6 90.0 73.1 95.2 91.0
(115.9) (110.0) (99.6) (141.5) (144.3)

最高株価 (円) 261
2,586
(259)

1,988 2,039 1,964

最低株価 (円) 207
1,616
(230)

1,256 1,325 1,712
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第50期の期首に当該株式

併合が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

３　第51期の１株当たり配当額62.0円は、１株当たり中間配当額2.0円と１株当たり期末配当額60.0円の合計で

あります。2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりますので、株式併合

を考慮した場合の１株当たり中間配当額は20.0円、１株当たり配当額は80.0円となります。

４　第51期の１株当たり配当額62.0円には、創立50周年記念配当2.0円を含んでおります。

５　最高株価及び最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。なお、2019年３月期の株価

については株式併合後の最高株価及び最低株価を記載しており、株式併合前の最高株価及び最低株価を括弧

内に記載しております。

６　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第54期の期首から適用してお

り、第54期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

EDINET提出書類

丸紅建材リース株式会社(E04777)

有価証券報告書

 3/92



 

２ 【沿革】

当社(旧浅野物産株式会社、1939年２月６日設立)は、1975年４月１日に旧丸紅建材リース株式会社の株式額面の

変更を目的として、同社を吸収合併し、同時に商号を丸紅建材リース株式会社に変更しました。合併期日前の当社

は事実上の営業活動を行っておりませんでしたので、以下のとおり、すべて実質上の存続会社である旧丸紅建材

リース株式会社及びその企業集団にかかる変遷を記載しております。

 

年月 概要

1968年11月 丸紅鉄鋼建材リース株式会社設立(資本金30百万円)

1969年７月 九州営業所(現九州支店)を開設

     ９月 名古屋営業所(現名古屋支店)を開設

1970年２月 若松工場を設置

     ３月 横浜営業所(現横浜支店)を開設

1971年１月 大阪営業所(現大阪支店)を開設及び幕張工場を設置

     ４月 稲沢工場を設置

     10月 札幌営業所(現札幌支店)を開設

1972年８月 札幌工場を設置

     10月 商号を丸紅建材リース株式会社に改称

1974年３月 仙台営業所(現東北支店)を開設

     10月 東播工場を設置

1978年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

1979年５月 市原工場を設置

     ８月 幕張工場を廃止し、市原工場に移設

1985年５月 タイ丸建株式会社(現持分法適用関連会社)を設立

1986年２月 協友リース株式会社(現持分法適用関連会社)を設立

1987年７月 北関東営業所(現北関東支店)を開設

1993年４月 千葉営業所(現千葉支店)を開設

10月 成田工場(現成田ヤード)を設置

1995年８月 仙台ヤードを設置

1996年10月 岐阜工場を設置

1998年４月 沖縄営業所(現沖縄支店)を開設

1999年４月 北九州営業所を開設

2004年10月 興信工業株式会社(現連結子会社)の株式取得

2006年３月 株式が東京証券取引所の市場第一部銘柄に指定

2007年10月 西原工場を設置

2008年３月 丸建基礎工事株式会社(現連結子会社)を設立

2018年11月 創立50周年を迎える

2020年８月
中国で重仮設合弁事業を行う瑞馬丸建(安徽)工程支護科技有限公司(現持分法適用関連会社)への
第三者割当増資を当社と伊藤忠丸紅鉄鋼㈱が引受ける

2021年２月 マルケンテックジャパン株式会社(現連結子会社)を設立

2022年４月 東京証券取引所の市場区分見直しにより、株式が市場第一部からスタンダード市場へ移行
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社７社及び関連会社３社で構成され、重仮設事業では建設用重量仮設鋼材（鋼

矢板、Ｈ形鋼、鋼製山留材、路面覆工板、鉄板等の建設機材）の賃貸、販売、修理、加工等を主な内容とし、重仮

設工事事業では建設用重量仮設鋼材の杭打抜・山留架設工事、地中連続壁工事等を、土木・上下水道施設工事等事

業では土木・上下水道施設工事、建築設備工事及び工場プラント工事の事業活動を行っております。これらの事業

を展開し、建設業界のニーズに素早く応え、社会資本整備の一端を担っております。

当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は次のとおりであります。

なお、次の事業区分は「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項(セグメント情報等)」

に掲げる区分と同一であります。

 

区分 事業内容 会社名

重仮設
建設用重量仮設鋼材等の賃貸、

販売、修理、加工等

当社・丸建投資合同会社・東北工業㈱・東播工業㈱・

九州レプロ㈱・協友リース㈱・タイ丸建㈱

瑞馬丸建(安徽)工程支護科技有限公司

重仮設工事
建設用重量仮設鋼材の杭打抜・山

留架設工事、地中連続壁工事等

当社・丸建基礎工事㈱・マルケンテックジャパン㈱

丸建投資合同会社・タイ丸建㈱

瑞馬丸建(安徽)工程支護科技有限公司

土木・上下水道

施設工事等

土木・上下水道施設工事、建築

設備工事及び工場プラント工事
興信工業㈱

 

　

当社グループの事業系統図は次のとおりであります。

 

　

(注) 上記子会社７社は全て連結しており、また関連会社３社も全て持分法を適用しております。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

興信工業㈱ 横浜市西区 99

土木・上下水道
施設工事等
（土木・上下水
道施設工事、建
築設備工事及び
工場プラント工
事）

100.00 ―

当社から資金の貸付
当社で余剰資金の預り
当社従業員出向 ２名
当社従業員兼任 ５名

丸建基礎工事㈱ 北海道北広島市 50

重仮設工事
(建設用重量仮
設 鋼 材 の 杭 打
抜・山留架設工
事、地中連続壁
工事等)

100.00 ―

当社で余剰資金の預り
当社からの工事の請負
当社従業員出向 １名
当社従業員兼任 ６名

マルケンテックジャパン㈱ 東京都港区 100

重仮設工事
(建設用重量仮
設 鋼 材 の 杭 打
抜・山留架設工
事、地中連続壁
工事等)

80.00 ―

当社からの工事の請負
当社役員兼任　２名
当社従業員出向　１名
当社従業員兼任　４名

丸建投資合同会社 東京都港区 1

重仮設・重仮設
工事
(建設用重量仮
設 鋼 材 等 の 賃
貸・販売及び杭
打抜工事等)

60.00 ―
当社から資金の貸付
当社役員兼任　１名

東北工業㈱ 仙台市宮城野区 10

重仮設
(建設用重量仮
設鋼材の修理・
加工)

100.00 ―
当社から鋼材の修理及び加工
を委託
当社従業員兼任 １名

東播工業㈱
兵庫県加古郡
播磨町

10

重仮設
(建設用重量仮
設鋼材の修理・
加工)

100.00 ―
当社から鋼材の修理及び加工
を委託
当社従業員兼任 １名

九州レプロ㈱ 北九州市若松区 10

重仮設
(建設用重量仮
設鋼材の修理・
加工)

100.00 ―

当社で余剰資金の預り
当社から鋼材の修理及び加工
を委託
当社従業員兼任 １名

(持分法適用関連会社)       

協友リース㈱ 千葉県柏市 30

重仮設
(建設用重量仮
設 鋼 材 等 の 賃
貸・販売等)

50.00 ―

当社からの鋼材の販売
当社への鋼材(大型Ｈ形鋼桁材
等)の賃貸、販売
当社役員兼任 ２名
当社従業員出向 ３名

タイ丸建株式会社
(THAI MARUKEN CO.,LTD.)

THAILAND
BANGKOK

百万BAHT

20

重仮設・重仮設
工事
(建設用重量仮
設 鋼 材 等 の 賃
貸・販売及び杭
打抜工事等)

49.00 ―

当社からの鋼材の販売
当社への鋼材の販売
当社からの技術指導
銀行借入に対する債務保証
当社役員兼任 １名
当社従業員出向 ３名
当社従業員兼任 １名

瑞馬丸建(安徽)工程支護
科技有限公司　　　(注)２

中国安徽省
千人民元

108,333

重仮設・重仮設
工事
(建設用重量仮
設 鋼 材 等 の 賃
貸・販売及び杭
打抜工事等)

24.00 ― 当社従業員出向　２名

(その他の関係会社)       

丸紅㈱　　　　　　(注)３ 東京都千代田区 262,947 総合商社 ― 35.22
当社役員の兼任 １名
当社役員への転籍 ２名

 

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、(その他の関係会社)である丸紅㈱を除き、セグメントの名称を記載しており

ます。

２　同社の議決権の所有割合は、連結子会社の丸建投資合同会社の同社への出資を通じた間接所有によるもので

あります。

３　有価証券報告書を提出しております。

４　連結売上高に占める売上高の割合が100分の10を超える連結子会社はありません。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

当社グループでは、各従業員がそれぞれのセグメントへの帰属を特定できない点を勘案して、従業員の状況に

ついてセグメントごとの記載を省略しております。

　なお、当社グループの従業員数は次のとおりであります。

2022年３月31日現在

従業員数(名) 290 （19）
 

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外数)は、臨時従業員(派遣社員等)の年間平均雇用人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

当社従業員は、各セグメントへの帰属を特定できないため、従業員の状況についてセグメントごとの記載を省

略しております。

　なお、当社の従業員数等は次のとおりであります。

2022年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

208 （15） 43.9 15.0 6,277,221
 

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

　  ２　従業員数欄の(外数)は、臨時従業員(派遣社員等)の年間平均雇用人員であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社及び連結子会社には労働組合は結成されておりませんが、労使は健全かつ円滑な関係にあり、特記すべき

事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
(１)会社の経営の基本方針

当社は、土木建築工事に欠かせない建設用重量仮設鋼材(建設機材)の賃貸、販売、工事などを主たる事業とし

て展開しており、取引先である建設業界のニーズに応え、社会資本整備の一端を担ってまいります。

　当社は、経営の基本理念として以下の三項目を掲げ、役員、従業員一丸となって経営環境の変化に対応し、迅

速かつ適切な意思決定が行われるべく、企業体質の強化に取り組んでおります。

① 社会・株主に対して存在価値の高い会社を目指します。

② 顧客より高い評価と信頼を受ける会社を目指します。

③ 厳しい中にも公正で夢と誇りを持てる会社を目指します。

 
(２)経営環境

当社グループを取り巻く経営環境は、新型コロナウイルス感染症の影響は残るものの、感染症対策を行いなが

ら社会経済活動の正常化に向けた取り組みが進みつつあります。一方でウクライナ情勢の今後の展開や為替動

向、高騰を続ける原材料・エネルギー価格の与える影響は依然として不透明であります。建設業界においては、

公共投資は堅調に推移し、民間建設投資も回復の動きがみられますが、鋼材価格等の更なる上昇も予測されその

影響が懸念されます。

 
(３)中期経営計画

・中期経営計画「未来への変革と創造への挑戦」(2019-2023)の概要と取組み状況

①顧客ニーズに応えられる価値あるサービスの提供

顧客のニーズに応えるべく、地域の将来性や特色を踏まえた品揃えの充実や保有量の拡大、新商品の開発・

導入を行い、工種・工法のバリエーションを拡張し、材工一式の受注活動をより強固にして参ります。これら

の目的達成を有力パートナーや協力企業との提携、資本参加、Ｍ＆Ａなどにより加速させます。

　当連結会計年度においては、顧客ニーズに出来るだけ応え環境にも配慮した、高い施工能力を持つ高性能な

杭打機を擁する子会社マルケンテックジャパン㈱が本格的に営業を開始しました。また、現場作業性効率改善

に資する大型覆工板をはじめとする「タフシリーズ」の展開を推進し、現場に最適な提案と材工一式の受注活

動を引き続き行ってまいります。

 
　②国内収益基盤整備と海外積極展開

(国内収益基盤整備)

国内収益基盤の整備については、材工一式受注体制を鋼材、工種・工法の充実により強化するとともに、人

手不足の解消や生産性向上・就労環境の改善のため工場の機械化・自動化、安全設備導入を引き続き推進しま

す。工場設備投資の拡充により加工能力を高めて収益拡大を図ります。また鋼材価格や人件費の上昇などのコ

ストアップに対しては、業務全般の効率改善を進めるとともに、顧客への賃貸・販売等の価格の改善・適正化

を図り持続的成長のベースとします。

当連結会計年度においても、前連結会計年度同様に、当社工場で開先ロボットの導入などの工場の機械化・

自動化を推進し、また当社関東地区の主力工場である市原工場では、事務所の全面的なリフォームを行い、工

場就労者の勤務環境の改善を図りました。

(海外積極展開)

　既存海外案件については、パートナーとの協力関係を強化し、大型開発案件やインフラ整備案件の需要に対

応して収益向上を図ります。

　具体的には、タイ丸建㈱では、当連結会計年度はコロナ禍による厳しい規制を受け、工事の着工や進捗が遅

延しましたが、パートナーのItalian-Thai Development Public Co.,Ltd.との協力関係を維持・強化し、タイ

国の経済活動の再開に伴う開発需要に対応して収益向上を図ります。また、タイ国のタイ丸建㈱、中国の中鉄

伊紅鋼矢板有限公司に続く第三の案件として、2020年８月に伊藤忠丸紅鉄鋼㈱と共同で中国に設立した合弁会

社「瑞馬丸建(安徽)工程支護科技有限公司」では引き続き環境に配慮した鋼製山留工法の拡充に努めて参りま

す。

 

EDINET提出書類

丸紅建材リース株式会社(E04777)

有価証券報告書

 8/92



 

③就労環境の整備と人材育成

就労環境の整備と人材育成については、多様な人材を採用し資格取得やキャリア構築のための研修プロセス

を充実させ、現業のみならず共同研究や海外事業・新規ビジネスで活躍できる創造力豊かな人材を育成しま

す。日々進化するＩＴ技術を活用して業務改善や海外事業・新規ビジネスで活躍できる人材の育成に取り組ん

で参ります。

　また、人材確保については国内に限らず外国人採用にも注力し、アジア地区からの採用実績を上げており、

多様な人材確保を行っております。

 

当社グループでは鋼材を繰り返し使用する環境に配慮した重仮設事業を基軸としておりますが、社会的関心

が高まるＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）への取り組みを進め、進展するＤＸ(デジタルトランスフォーメー

ション)を取り入れることにより、持続的な成長とステークホルダーへの貢献を目指して参ります。

 

・主要係数目標値と進捗状況

 
2023年度

目標

2019年度

実績

2020年度

実績

2021年度

実績

2022年度

予想

収益目標

（連結）

売上高 250億円 214億円 200億円 191億円 190億円

親会社株主に帰属

する当期純利益
11億円 7.81億円 9.11億円 10.03億円 ９億円

財務目標

（連結）

自己資本比率 45％ 41.3％ 44.5％ 44.4％ ―

NET有利子負債 83億円 67.45億円 56.58億円 50.65億円 ―

株主還元

方針

配当性向(連結) 27％ 29.9％ 29.3％ 26.6％ 28.1％

年間配当金 90円 70円 80円 80円 80円
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２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下

のとおりであります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが

判断したものであります。

当社グループでは、これらのリスクの発生を十分に認識した上で、その発生を極力回避し、また、発生した場

合には適確な対応を行うための努力を継続してまいります。

 
(1) 建設市場という特定の市場への依存について

当社グループの主たる取引先は国内の建設会社であり、当社はこの建設市場への依存度が高いため、当社グ

ループの経営成績及び財政状態は今後この市場の動向により影響を受ける可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、国内市場では、各地区別の需要動向を把握して人的資源を適正

に配置し、建設用重量仮設鋼材(建設機材)の適切な移管・購買により収益を確保しました。海外においては安定

的な利益を計上しているタイ丸建㈱を軸とし、2020年８月には中国の瑞馬丸建(安徽)工程支護科技有限公司への

出資を行い重仮設事業への参入を進めており、アジア市場への更なる展開を図りました。また、新商品として現

場作業性効率改善に資する大型覆工板をはじめとする「タフシリーズ」の展開を推進し材工一式の受注活動をよ

り強固にしてまいります。今後も引き続き、アジアを中心とした海外展開、Ｍ＆Ａや新商材開発などについて幅

広く検討してまいります。

 
(2) 鋼材価格の変動について

当社グループの主要取扱品目である建設用重量仮設鋼材の価格は、建設需要動向や製鉄原料の相場変動の影響

を受けることが予測され、2022年度も前年度同様に鋼材価格の上昇が見込まれることから、当社グループの経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、鉄鋼業界を中心に各方面からの情報収集を行い鋼材価格の動向を注視し、また仕入先であ

るメーカー・商社等との関係を強化して安定的に建設用重量仮設鋼材の購入を行いつつ、必要に応じて中古品鋼

材の購入や山留材・覆工板等の加工鋼材の調達におけるタイ丸建㈱などの海外グループ会社の活用についても視

野に入れております。また、引き続き賃貸重視の経営方針を推進し、建設需要動向などに応じた効率的な購入を

行うなどの諸施策により、原価上昇の抑制に努めております。

 
(3) 有利子負債、金利及びキャッシュ・フローの状況について

　当社グループの事業活動資金の一部は金融機関からの借入により調達しているため、有利子負債の増加や金利

及びキャッシュ・フローの異常な変動がある場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、手元流動性として必要とされる現金及び預金残高を確保しつつ

より効率的な資金管理を行うため、キャッシュ・フロー経営を徹底しております。具体的には、取締役会におい

て各年度の資金調達方針を審議の上決定しております。その中で、資金予算制度を充実させ、安定資金である長

期借入金を中心に設備投資資金を確保しつつ、金利コストの低減を図るとともに、中期経営計画の財務目標値に

沿って有利子負債の圧縮による財務体質の強化を推し進めております。

 
(4) 事故等について

　当社グループでは、建設用重量仮設鋼材の修理・加工を行う工場及び杭打抜・山留架設工事、地中連続壁工事

等を行う工事現場での事故発生、及びそれに伴う鋼材の納入遅延や工期の遅れ等により、損失補償を負う場合、

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、各種保険に加入するとともに、各工場部門では、墜落・転落防

止をはじめとした安全対策の設備投資を継続して行い、各工事部門では事前施工検討会や安全パトロールを行う

などの対策を講じ、中期経営計画に沿って安全対策を推進しております。また、各部門では安全衛生管理に関す

る諸規程に基づいて日常の業務を遂行するとともに、安全関係の規程全般と現場管理マニュアル等の業務手順を

定期的に見直しており、環境安全部においては全事業所を対象として、安全衛生管理の徹底、啓蒙活動の推進な

どを通じて安全衛生管理業務全般を行っております。タイ丸建㈱など海外のグループ会社については、災害等発

生時の報告体制を整備し、当社工務統括本部の指導の下安全対策を構築しております。
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(5) 与信管理について

　当社グループの主たる取引先である建設業界の環境は、最近数年間は首都圏を中心に再開発・インフラ整備等

が進み、堅調に推移しています。しかしながら、建設業界は、地場の中堅建設会社や特約店を中心として他の業

界と比べて貸し倒れリスクが高い状況におかれており、更に2020年以降の新型コロナウイルス感染症拡大による

景況感悪化により倒産件数が増加傾向にあり、そのリスクが増加しており、当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクを管理するため、取引先のランク付けを行い、そのランク付けに応じた信用限度

額、鋼材貸出数量限度、及び貸倒引当率を定めるとともに、定期的にかつ信用状態の変化に応じて機動的に取引

先の見直しを行っております。また、一部取引先については、個別保証委託付保の活用により信用リスクの低減

を図っております。

 
(6) 海外事業に関するリスクについて

　当社グループは、中期経営計画の具体的施策の一つとして更なる海外積極展開を掲げており、タイ国のタイ丸

建㈱を中心にアジアで海外事業を展開しております。

　タイ丸建㈱ではタイ国の建設需要に対応するため、建設用重量仮設鋼材の購入時に必要となる銀行借入金に対

して同社の株主である当社とItalian-Thai Development Public CO., LTD.が債務保証を行っております。更に、

2020年８月に中国安徽省で重仮設合弁事業を行う瑞馬丸建(安徽)工程支護科技有限公司への第三者割当増資を伊

藤忠丸紅鉄鋼㈱と共同で引き受け事業を開始しました。

　今後、これらの対象国の政治経済情勢や外国為替相場等が大きく変動し、海外の事業が計画通り進捗しなかっ

た場合は、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、各海外拠点スタッフの情報網を整備するとともに、海外進出に

関する豊富な知見と情報網を有する丸紅㈱をはじめとする同グループ会社や外部コンサルタント等を活用して、

現地の最新情報を入手するなどの対策を講じるとともに、海外事業会社への投資規模を、同事業が計画通りとな

らなかった場合でも当社グループの財政状態に重要な影響が及ばない範囲内とする様に適切に管理しておりま

す。また、為替変動リスクに対しては、状況に応じて為替予約の導入を検討しております。

 
(7) 関係会社管理リスクについて

　当社グループの関係会社において、当社が認識していない投資・契約・制度設計・会計処理等により、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、当社から取締役を派遣して取締役会に出席するなど業務執行状

況の監督を行うとともに、関係会社連絡会を定期的に開催し業績推移や業務執行の状況をモニタリングしており

ます。関係会社を統括管理する経営企画部は、関係会社管理規程の重要事項決裁基準を見直し、与信・安全・コ

ンプライアンス・財務などについて、当社と同等の管理を行っております。また、当社の常勤監査等委員と監査

部は合同で全ての連結子会社・関係会社を対象に年一回の頻度で業務監査等を実施しております。

 
(8) 人材の確保について

　当社グループは、最近の少子高齢化による労働人口の減少などにより必要な人材を確保できない場合、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、採用に関する内規を制定し、年１回総務人事部長は経営会議に

おいて年間採用活動方針を報告しており、その方針に基づき新卒定期採用だけでなくインターンシップの活用や

中途採用活動を継続して実施しております。外国人の採用も随時行っており、多様性に富んだ人材の確保に努め

ております。また、中期経営計画で策定した研修プログラムに沿って人材の育成を行うとともに、働き方改革に

取り組み、業務の効率化を推進して、これらの人材リスクに対応いたします。

 
(9) 重要な訴訟について

　当社グループの国内及び海外における営業活動が、訴訟等の法的手続きの対象となる可能性が有り、これらの

訴訟等の内容や結果によっては当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、コンプライアンス教育の実施による法令遵守の意識付けと基本

動作の徹底に努めております。
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(10) 退職給付債務について

　当社グループの退職給付制度は、確定給付企業年金制度等でありますが、その年金資産の時価や運用利回りの

変動、割引率などの数理計算上の計算基礎の変更等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、確定給付企業年金の運用担当部門では年金資産運用委託先であ

る金融機関から定期的に運用状況の報告を入手し、その内容を四半期毎に経営会議で報告しております。その中

で、目標とする長期期待運用収益率が達成できたか確認するとともに、年金資産の運用方針をローリスク型と

し、また適正なポートフォリオの検討など運用方法を随時見直しており、安定運用を目指しております。

 
(11) 株価の変動について

　当社グループは、市場価格のある投資有価証券を保有しており、当連結会計年度末現在の残高は９銘柄６億48

百万円であり、その内訳は「第４ 提出会社の状況　４ コーポレート・ガバナンスの状況等　(5) 株式の保有状

況」に記載の通りです。その株価が変動した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、コーポレートガバナンス・コードに従い、年一回経営会議およ

び取締役会で、保有する投資有価証券の全銘柄を対象として個別具体的に保有の可否を判定するとともに、一部

銘柄については売却による保有の圧縮についても検討しております。また、社内で定めた議決権行使基準に従っ

て各政策保有株式を議案毎に精査した上で、その議決権を行使しております。

 
(12) 工場設備等の固定資産について

　当社グループが保有する工場設備などの固定資産は、「第３ 設備の状況　２ 主要な設備の状況」に記載の通

りですが、今後各部店やグループ会社の収益性の低下や工場等土地の時価の下落により減損損失計上を余儀なく

され、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
(13) 繰延税金資産について

　当社グループが当連結会計年度末において計上している繰延税金資産は、今後の利益(課税所得)により全額回

収可能性があると判断しておりますが、今後の税率変更などの税制改正や、利益計画の修正によりその回収可能

性の見直し(繰延税金資産の取崩し)が必要となった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

 
(14) 建設機材及び棚卸資産の評価について

　当社グループが保有する建設用重量仮設鋼材(建設機材)及び棚卸資産は総資産のうち重要な割合を占めており

ます。賃貸、販売、返却等による建設機材及び棚卸資産の動きはシステムで管理し、保有在庫については定期的

に棚卸しを実施しております。

　建設機材は購入年度別総平均法による原価から定額法による減耗費を控除した額により評価し、商品・材料貯

蔵品は総平均法による原価法により評価しております。鋼材市況価格が上昇した場合は建設機材及び棚卸資産の

仕入価格も連動して上昇するため、売却時の払出原価と建設機材減耗費が増加し売上原価が押し上げられ、逆に

下落した場合は収益性低下による簿価切り下げを行う可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、建設需要動向に応じた建設機材の効率的な購入を行うことなど

により、原価上昇の抑制に努めております。

 
(15) 工事契約における収益認識について

　当社グループの「重仮設工事」・「土木・上下水道施設工事等」の各セグメントでは、一部取引を除き工事契

約取引について見積総原価に対する実際発生原価の割合に基づき一定の期間にわたり履行義務が充足されるため

その履行義務の充足に係る進捗度により収益を認識しておりますが、予定外の追加工事原価の発生や工事期間の

大幅な延長などによりこれらの見直しが必要となった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、工事契約案件毎に請負金額だけでなく、見積総原価、予定工事

期間を随時見直すなど適切な工事採算管理を行っております。
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(16) 当社グループの売上取引内容について

　当社グループは、建設用重量仮設鋼材の賃貸・販売・修理・加工、杭打抜・山留架設工事、地中連続壁工事

等、及び土木・上下水道施設工事等の事業活動を行っており、都市部の地下空間や河川・港湾などの地下工事が

主な工事対象現場であります。

　その中で、事前に予測不能な地盤の沈下や崩落、地下水の出水、岩盤層の発生などにより、工事期間の予定外

の延長や追加工事費用が発生する可能性があり、顧客である建設会社から追加工事契約が取得できない場合は、

工事採算の悪化により当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは当該リスクに対応するため、工事現場毎に地質資料などの工事現場の情報を入手した上で見

積金額を適切に算定するとともに、回収遅延を防止するために売上債権の年齢毎の管理を行い、営業経理部はそ

の結果を経営会議に報告しております。

 
(17) 自然災害に関するリスクについて

　地震や水害などの自然災害により事務所や工場設備に被害が及んだ場合や、新型コロナウイルス感染症拡大な

どのパンデミックが発生した場合は、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、ＢＣＰ(事業継続計画)マニュアルを毎期更新し、安否確認シス

テムを確実に運用するとともに、時差出勤や在宅勤務を推進するなどの対応策を講じて、災害時に遠隔地からの

勤務が可能な体制を構築しております。

 
(18) ＩＴ(システム)リスクについて

　当社グループの事業活動において情報システムの重要性が増大する中で、大規模災害やコンピュータウイルス

感染の発生・サイバー攻撃などにより予期せぬシステム障害や当社グループの機密情報や個人情報などの情報漏

えいが発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは当該リスクに対応するため、情報系機器の入れ替えと災害対応設備の整ったデータセンター

への移設を行ないシステムのバックアップ対策を強化しております。また、クラウドのメールチェックなど３段

階のセキュリティ対策を行うとともに、不正侵入対策としてファイヤーウォールシステムを強化するなどの対策

を講じております。

 
(19) 丸紅㈱との関係について

　丸紅㈱は、当社の議決権の35.22％を所有する株主であるため、この議決権を有する株主としての権利を行使す

ることができます。また、監査等委員である取締役(非常勤)１名が、丸紅㈱の鉄鋼製品事業部長を兼任している

ため、同社の金属セグメントに関する方針が、当社の経営方針の決定等について影響を及ぼし得る状況にありま

す。一方、当社は、経営の自主性・独自性を確保するために、丸紅㈱との間で経営の関与に関する覚書を2005年

３月31日付で締結し、当社の重要事項の決定に当たっては事前の承認・報告を要さない旨を合意しております。

　当連結会計年度における当社グループと丸紅㈱との取引関係について、特記すべき事項はありません。また、

当社と丸紅㈱を含めた丸紅グループ全体との間での当連結会計年度の取引高の割合は、売上高が3.8％、仕入高が

5.7％でありますが、その取引は市場価格等を勘案し、一般取引と同様に公正かつ適切に行っております。

　丸紅㈱との人的関係は、役員10名のうち転籍者が２名、兼任者が１名であります。

 
(20) 法的規制について

　当社グループの事業のうち、当社及び子会社の丸建基礎工事㈱・マルケンテックジャパン㈱が行う「建設用重

量仮設鋼材の杭打抜・山留架設工事、地中連続壁工事等」や、子会社の興信工業㈱が行う「土木・上下水道施設

工事、建築設備工事及び工場プラント工事」については、建設業法による許可を取得して業務を行うことが定め

られており、今後これらの許可の取消があった場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

　当社グループでの重要な許可の要件は有資格者でありますが、当該リスクに対応するため、経営業務の管理責

任者、一級土木施工管理技士、一級建築施工管理技士などの有資格者の育成、確保等を行っております。
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(21) 環境保全リスクについて

　当社グループは、工場・工事現場での作業時に産業廃棄物、泥水、泥土、汚泥の発生などの環境保全リスクに

より、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、当該リスクに対応するため、産廃契約書、マニフェスト伝票の確認をはじめとした廃棄手

続の管理と適切な実施を行っております。

 

(22) コンプライアンスリスクについて

　当社グループは、会社や役員・従業員による法令違反、不祥事の発生や反社会的勢力との関わりにより、法令

による処罰や社会的制裁により社会や各利害関係者からの信用を失う可能性があります。

　当社グループでは、当該リスクに対応するため、コンプライアンス・マニュアルを制定しコンプライアンス講

習会を開催するとともに、年一回全役員・全従業員がコンプライアンス宣誓書を提出しております。また、当社

のコンプライアンス委員会、顧問弁護士及び常勤監査等委員を窓口とする内部通報制度を設けており、グループ

会社を含めた役員・従業員への周知徹底により、その認知度を高めるとともに利用しやすい環境を作り、より意

義のある制度構築を目指しております。反社会的勢力に対しては、取引先のネガティブデータチェックを行うな

どの対策を講じ取引の遮断を図っております。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの

経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が続くなか、ワクチン接種が進み経

済活動に持ち直しの動きが見られます。しかしながら、足元ではウクライナ情勢やサプライチェーンの停滞、原

材料・エネルギー価格の高騰により不透明感が増しております。

　当社グループが属する建設業界におきましては、公共投資は堅調に推移したものの、民間建設投資では鋼材・

資材高騰の影響を受け着工遅延や見送り等も見られ引き続き動向を注視しなければなりません。

　このような環境下、当社グループの業績は国内では一部地域を除いて総じて順調に推移しました。海外ではタ

イ丸建㈱がコロナ禍による厳しい規制の影響を受け工事の着工や進捗が遅延しました。

　以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は191億３百万円（前年同期比９億28百万円、

4.6％減）となりましたが、営業利益は10億66百万円（同３億41百万円、47.0％増）、経常利益は13億56百万円

（同１億67百万円、14.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は10億３百万円（同92百万円、10.1％増）と

減収増益となりました。

 

 セグメント別の経営成績は、次のとおりです。

①重仮設事業

　重仮設鋼材の賃貸稼働量は前年比改善したものの販売量が減少したことにより、売上高は148億35百万円（前年

同期比14億12百万円、8.7％減）となりましたが、採算管理を徹底し原価低減に努めた結果、セグメント利益は15

億75百万円（同２億５百万円、15.0％増）となりました。

②重仮設工事事業

　受注済みの工事案件の進捗により、売上高は27億50百万円（同３億59百万円、15.0％増）、セグメント利益は

１億32百万円（同７百万円、5.6％増）となりました。

③土木・上下水道施設工事等事業

　土木水道等設備工事や工場プラント工事が堅調に推移したことにより、売上高は15億17百万円（同１億24百万

円、9.0％増）、セグメント利益は76百万円（同58百万円、325.8％増）となりました。

（注）セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
生産、受注及び販売の実績は、次のとおりであります。

　①生産実績

当社グループでは、出荷直前に取引契約の締結を行うという業界の慣習、取引形態の特殊性により、受注生

産を行っていないため、修理実績、加工実績についてはセグメントごとの記載を省略しております。

なお、当社グループの工場における主たる業務は、建設用重量仮設鋼材(建設機材)の修理、加工並びに在庫

管理でありますが、当連結会計年度における修理及び加工実績は次のとおりであります。

区分 金額(百万円) 前期比(％)

修理実績 314 △8.0

加工実績 286 20.0

合計 600 3.5
 

 
　②受注実績

出荷直前に取引契約の締結を行うという業界の慣習、取引形態の特殊性により、受注高の集計は行っており

ませんので、当社グループの受注実績及びそのセグメントごとの記載を省略しております。
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　③販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

重仮設 14,835 △8.7

重仮設工事 2,750 15.0

土木・上下水道施設工事等 1,517 9.0

合計 19,103 △4.6
 

 
(2) 財政状態

　当連結会計年度の資産合計は、現金及び預金の減少額13億57百万円と電子記録債権の増加額４億96百万円など

により、前期末比６億46百万円減の319億47百万円となりました。

　負債合計は、借入金の減少額19億50百万円と、支払手形及び買掛金の増加額４億61百万円、契約負債の増加額

８億65百万円などにより、前期末比３億49百万円減の172億53百万円となりました。

　純資産合計は、収益認識に関する会計基準等の適用による期首利益剰余金11億37百万円の減少額、配当金２億

66百万円の支払による減少額と、親会社株主に帰属する当期純利益10億３百万円の計上による増加額などによ

り、前期末比２億97百万円減の146億94百万円となり、自己資本比率は0.1ポイント減の44.4％となりました。

 
　セグメントごとの資産は、次のとおりであります。

（重仮設事業）

建設用重量仮設鋼材の賃貸稼働量は前年比改善したものの販売量が減少したことにより売上高が減収とな

り、建設機材、商品及び材料貯蔵品の保有額が80百万円減少したため、前期末比１億34百万円減の241億79百

万円となりました。

（重仮設工事事業）

売上高は、受注済み工事案件の進捗により、セグメント全体で３億59百万円の増収となり、受取手形及び売

掛金と電子記録債権の合計が２億21百万円増加したため、前期末比３億71百万円増の11億86百万円となりまし

た。

（土木・上下水道施設工事等事業）

土木水道等設備工事や工場プラント工事が堅調に推移した一方で、グループ金融により余資を貸し付けたこ

とにより、現金及び預金が１億93百万円減少したため、前期末比２億10百万円減の７億74百万円となりまし

た。

 
(3) キャッシュ・フロー

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、10億82百万円（前期比12億65百万円の資金の減少）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益13億64百万円の計上と、持分法による投資利益２億29百万円による資金

の減少額などによるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、△１億91百万円（前期比８億18百万円の資金支出の減少）となりま

した。これは主に、当社工場設備を中心とした有形固定資産の取得による支出１億88百万円などによるもので

あります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、△22億49百万円（前期比11億18百万円の資金支出の増加）となりま

した。これは主に、借入金の減少額19億50百万円と配当金の支払２億65百万円によるものであります。

　以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前期末比13億57百万円減の10億38百万円となりま

した。
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④資本の財源及び資金の流動性に係る情報

（財務方針について）

当社は、下記のとおり中期経営計画において、安定的な収益を確保し、自己資本比率の向上、NET有利子負債

の削減による財務体質の強化を図っており、今後もその方針を継続してまいります。なお、第54期は収益認識

会計基準等の適用による期首利益剰余金の減少があったことなどにより、自己資本比率は前期比0.1ポイント減

の44.4％となりましたが、NET有利子負債は営業活動によるキャッシュ・フローが10億82百万円の黒字を確保し

たことなどにより、前期比５億92百万円減の50億65百万円と更に削減することができました。

 

　　　　　

　　      

第49期～第51期中期経営計画 第52期～第56期中期経営計画

目 標 値  第51期末実績値 目  標  値 第54期末実績値

自己資本比率

NET有利子負債

 40.0%　

　

80億円以

下　　

 40.6%　

70.99億円　

45.0%　

83億円　

44.4%　

50.65億円　

 

また、第52期～第56期中期経営計画「未来への変革と創造への挑戦」において、有力パートナーや協力企業

との提携、資本参加、Ｍ＆Ａを計画するとともに、海外ではタイ丸建㈱で大型開発案件やインフラ整備案件の

需要に対応した建設用重量仮設鋼材の購入や設備投資を実施しております。また、第三の海外案件として中国

において2020年８月に鋼製山留工法を用いた重仮設合弁事業を開始しており、引き続き国内外の投資案件への

資金需要に対応してまいります。

 
（資本の財源）

当社グループの資金需要は、足元では建設用重量仮設鋼材の購入費・工事費・整備加工費・運送費ならびに

工場設備投資に伴う支出であり、また今後中長期的には、国内では中期経営計画に基づくＭ＆Ａ・資本参加や

新商材の開発、海外ではタイ丸建㈱での建設用重量仮設鋼材の追加購入や新規合弁事業のための投資資金であ

り、これらの資金需要に備えてまいります。

その資金の財源は、営業活動による収入で確保しておりますが、不足する場合は国内の金融機関からの借入

により調達しており、その借入について相対での借入枠を十分確保するとともに、長期・短期のバランスを考

慮して安定的な資金調達を行っております。また、当社と連結子会社の間で資金の融通を行うなど、当社グ

ループ全体での資金の効率化を図っております。海外の持分法適用関連会社であるタイ丸建㈱の資金需要に対

応するため、現地金融機関からの借入れの一部について、同社の株主である当社とItalian-Thai Development

Public Co.,LTD.が債務保証を行っています。

 
（資金の流動性）

当社は、期初に開催される取締役会において、年間の資金調達方針を審議の上決定しております。また、よ

り効率的な資金管理を行い、キャッシュ・フロー経営を徹底するために、月次単位で資金予算を管理、更新す

るなど、資金予算制度の充実を図り手元流動性を確保しております。なお、当社では適正な手元現預金の水準

について特に定めておりませんが、当社の定例支払日である月末日において支払資金が充分に確保できる様に

資金繰りを行い、また今後、新型コロナウイルス感染症により資金繰りに影響が生じた場合に備えて必要とな

る現金及び預金の残高を確保するとともに、各取引金融機関との間で借入枠の十分な確保に努めております。

 
(4) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす見積りや仮

定に基づく事項は、過去の実績や現状等を勘案して合理的な基準により会計上の見積りを行っております。詳細

につきましては、「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項　(連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項)」に記載のとおりであります。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大による会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定については、「第５

経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項　（追加情報）」に記載のとおりであります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５ 【研究開発活動】

当社は中期経営計画の施策の一つとして「顧客ニーズを的確にとらえ、新商品の開発・導入を行い、工種・工法

のバリエーションを拡張し、顧客に材工一式における最適案を提供する」ことを掲げております。前年度より顧客

への提供を始めた「タフシリーズ」は、山留現場の作業効率改善・工期短縮に寄与するものとして既に高強度腹起

「タフ７」と高剛性切梁「タフ４」の新商品をリリースしております。当連結会計年度におきましては、高強度の

長尺(大型)覆工板「タフデッキ」を開発し、顧客に提供することが出来ました。今後も「タフシリーズ」のライン

ナップ充実に注力していきます。

当連結会計年度において取り組んだ新商品・新技術のテーマは４件であり、関連する特許取得は１件でありま

す。また、当社グループの研究開発費の総額は6百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループの設備投資については、従来からの当社工場設備の維持・更新の投資に加えて、中期経営計画に

基づく生産性向上・就労環境改善を目的とした設備投資と安全対策投資を継続的に実施しております。

当連結会計年度における設備投資の総額は137百万円（無形固定資産を含む）であり、その主な内訳は、全国の

当社工場の切断機・クレーンなどの設備更新投資及び墜落・転落防止などの安全対策投資であります。

なお、当社グループは主要な設備である工場を中心に、主として同一の設備を使用することにより、セグメン

トごとの売上高が計上される点を勘案して、設備投資等の概要については、セグメントごとの記載を省略してお

ります。

また、当連結会計年度において重要な設備の除却又は売却等はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

当連結会計年度末(2022年３月31日)現在における当社グループの主要な設備は以下のとおりであります。な

お、当社グループは、主要な設備である工場を中心に、主として同一の設備を使用することにより、各セグメン

トの売上高が計上される点を勘案して、主要な設備の状況について、セグメントごとの記載を省略しておりま

す。

(1) 提出会社

　　　　　2022年３月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

その他 合計

本社
(東京都港区)

本社事務所等
設備

6 ―
―
(―)

22 27 57
110
〔6〕

札幌工場
(北海道北広島市)

建設用重量仮設鋼
材(建設機材)の修
理、加工用設備

31 26
377
(47)

0 1 436 3

仙台ヤード
(仙台市宮城野区)

〃 31 26
729
(28)

― 2 790 1

市原工場
(千葉県市原市)

〃 106 149
2,431
(56)

0 7 2,694 11

市原第二工場
(千葉県市原市)

〃 12 14
562
(12)

― 1 591 ―

成田ヤード
(千葉県成田市)

〃 0 0
214
(35)

― 0 214 ―

稲沢工場
(愛知県稲沢市)

〃 237 29
1,201
(27)

0 1 1,470 3

岐阜工場
(岐阜県安八郡輪之内町)

〃 16 1
256
(9)

0 0 275 1

東播工場
(兵庫県加古郡播磨町)

〃 38 47
954
(22)

― 4 1,044 2

若松工場
(北九州市若松区)

〃 99 48
1,212
(46)

0 2 1,363 2
 

 (注)１　現在休止中の主要な設備はありません。

２　帳簿価額のうち、「その他」は工具、器具及び備品及び無形固定資産（ソフトウエア）であります。

３　上記中〔外数〕は、臨時従業員数であります。

４　上記のほか、連結会社以外からの主要な賃借設備として以下のものがあります。

事業所名(所在地) 設備の内容 面積(千㎡) 年間賃借料

本社(東京都港区) 事務所 1 118百万円
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(2) 国内子会社

2022年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

その他 合計

興信工業㈱
本社
(横浜市西区)

本社事務所
等設備

2 ―
44
(0)

6 4 57 26

丸建基礎工事㈱
本社
(北海道北広島市)

杭打抜等
工事用機械

2 45
41
(8)

5 3 98 16
 

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　帳簿価額のうち、「その他」は工具、器具及び備品及び無形固定資産（ソフトウエア）であります。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　経常的な設備の更新や安全対策のための新設等を除き、重要な設備の新設等の計画はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】
　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(2022年３月31日)

提出日現在

発行数(株)

(2022年６月23日)

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 3,429,440 3,429,440
東京証券取引所

市場第一部(事業年度末現在)
 スタンダード市場(提出日現在)

単元株式数は100株

であります。

計 3,429,440 3,429,440 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

② 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

2018年10月１日(注) △30,864,960 3,429,440 ― 2,651 ― 662
 

(注) 2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。

 
(5) 【所有者別状況】

2022年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 18 20 59 19 1 2,399 2,516 ―

所有株式数
(単元)

― 7,144 422 14,271 172 1 12,107 34,117 17,740

所有株式数
の割合(％)

― 21.0 1.2 41.8 0.5 0.0 35.5 100.00 ―
 

(注) 自己株式96,678株は、「個人その他」に966単元及び「単元未満株式の状況」に78株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所
有株式数の割合

(％)

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４－２ 1,167 35.04

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 209 6.27

丸紅建材リース取引先持株会 東京都港区芝公園２丁目４－１ 118 3.55

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 110 3.31

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 89 2.68

株式会社ライラック 大阪府大阪市北区梅田１丁目３－１－700 85 2.56

株式会社常陽銀行 茨城県水戸市南町２丁目５－５ 74 2.24

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 54 1.64

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 46 1.38

丸紅建材リース従業員持株会 東京都港区芝公園２丁目４－１ 39 1.18

計 － 1,994 59.84
 

(注) １ 上記のほか、当社所有の自己株式96千株があります。

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 209千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 54千株
 

３ 株式会社みずほ銀行から2021年12月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書におい

て、2021年11月30日現在、以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2022年３月31

日時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記の「大株主の状況」では考慮せず、株主名簿に

より記載しております。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 59 1.72

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 70 2.06

アセットマネジメント
One株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目８－２ 38 1.13
 

EDINET提出書類

丸紅建材リース株式会社(E04777)

有価証券報告書

22/92



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 96,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,315,100
 

33,151 ―

単元未満株式 普通株式 17,740
 

― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 3,429,440 ― ―

総株主の議決権 ― 33,151 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が78株含まれております。

 

② 【自己株式等】

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
丸紅建材リース株式会社

東京都港区芝公園２丁目４－１ 96,600 ― 96,600 2.82

計 ― 96,600 ― 96,600 2.82
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

 
取締役会(2022年５月11日)での決議状況
(取得期間2022年５月12日～2022年12月31日)

170,000 300

 当事業年度前における取得自己株式 ― ―

 当事業年度における取得自己株式 ― ―

 残存決議株式の総数及び価額の総額 170,000 300

 当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0
    

 当期間における取得自己株式 45,800 81

 提出日現在の未行使割合(％) 73.1 72.9
 

（注）当期間における取得自己株式には、2022年６月１日から有価証券報告書提出日までの取得株式数は含めており

ません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 203 367

当期間における取得自己株式 47 82
 

（注）当期間における取得自己株式には、2022年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売渡)

― ― ― ―

保有自己株式数 96,678 ― 142,525 ―
 

（注）当期間における保有自己株式数には、2022年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び買増請求による売渡による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、まず適正な利益を確保した上で、株主の皆様への利益の還元、企業体質強化のための内部留保につい

て最適な利益配分を行うことを基本方針としております。特に、株主の皆様への利益の還元において安定した配

当を継続して行うべく努めてまいります。

当社の剰余金の配当は、従来は期末配当の年１回を基本的な方針としておりましたが、第55期から中間配当、

期末配当の年２回に変更する予定であります。また、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によ

り剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

第54期の業績は、親会社株主に帰属する当期純利益が10億３百万円と前期比92百万円、10.1％増益となり、ま

た財務面も自己資本比率が44.4％（中期経営計画最終年度の第56期目標値45％）、NET有利子負債が50億65百万円

（同83億円）となり、中期経営計画に沿って財務体質が強化されたため、第54期の配当につきましては、2022年

５月11日開催取締役会において、期初予想通り、期末配当として１株当たり80円、配当性向（連結）26.6％とす

ることで決議しております。

次期第55期の配当につきましても、これら財務体質強化の結果を踏まえ、かつ安定した配当を継続して行うと

いう基本方針に基づき１株当たり80円、配当性向（連結）28.1％とし、その内訳は中間配当40円、期末配当40円

とする予定です。内部留保資金につきましては、中期経営計画の各施策を推進するために投入していきたいと考

えております。

なお当社は、中間配当及びそれ以外に基準日を定めて配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 
(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2022年５月11日
取締役会決議

266 80
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の基本理念として掲げる以下の三項目を踏まえたうえで、土木建築工事に欠かせない建設用重量

仮設鋼材(建設機材)の賃貸・販売・工事などの事業を展開し、建設業界のニーズに素早く応え、社会資本整備の

一端を担ってまいります。その中で、経営環境の変化に対応し、迅速かつ適切な意思決定を行い、持続的な成長

と企業価値の向上を目指すために、現在の企業統治体制を採用しております。

経営の基本理念

・社会・株主に対して存在価値の高い会社を目指します。

・顧客より高い評価と信頼を受ける会社を目指します。

・厳しい中にも公正で夢と誇りを持てる会社を目指します。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めておりませんので、そ

の内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）について記載すべき事項はありません。
 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、「監査等委員会設置会社」を採用しております。これは、監査等委員である取締役が取締役会におけ

る議決権を有することを通じた、経営監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの更なる充実、及び取締

役会の業務執行決定権限の相当部分を取締役に委任することが可能になることにより、経営の意思決定の迅速性

向上を目的とするものであります。

　当社の企業統治体制の模式図は、以下のとおりであります。
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会社の機関の内容は以下のとおりです。

(ⅰ) 取締役会

　取締役会では、経営の基本方針をはじめとする法令及び定款で定められた事項及び重要な業務執行に関す

る事項を決定し、取締役の職務執行を監督しております。また、各業務執行取締役は四半期毎に業務執行状

況の報告を行っております。取締役会は、月１回開催のほか必要に応じて随時開催しており、当事業年度に

おいては16回開催しております。当社は取締役会を経営環境の変化に応じて最適な経営体制のもとに機動的

に運営するため、監査等委員でない取締役の任期を１年にしております。

(ⅱ) 経営会議

　経営会議は、常勤役員及び社長が任命した者によって構成され、取締役会に諮る経営方針、事業計画、重

要な設備投資、その他の業務の執行状況等について審議、報告を行っております。経営会議は、毎月１回以

上のほか必要に応じて随時開催しており、当事業年度において16回開催しております。

(ⅲ) 監査等委員会

　監査等委員会を構成する監査等委員の総数は３名（うち常勤１名）であり、うち２名が社外取締役であり

ます。監査等委員は、監査等委員会規程に基づき、法令、定款に従い、取締役会の意思決定の過程及び取締

役の業務執行状況について監督しており、当事業年度において監査等委員会を17回開催しております。

　なお、監査等委員監査の状況については、「４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (３) 監査の状況 ①

監査等委員監査の状況」を参照ください。

(ⅳ) 指名諮問委員会、報酬諮問委員会

　当社は、2021年４月22日開催の取締役会決議により、取締役の指名や報酬等に係る取締役会の機能の独立

性・客観性と説明責任を強化することを目的に、取締役会の諮問機関である「指名諮問委員会」、「報酬諮

問委員会」を設置いたしました。

　各委員会は、取締役会の諮問に応じて、取締役候補者の選任および取締役の解任に関する株主総会議案、

取締役の報酬内容等の決定に関する事項等について審議を行い、取締役会に対して助言・提言を行っており

ます。なお、当事業年度において指名諮問委員会は４回、報酬諮問委員会は３回開催しております。

　なお、上記各機関の構成員は次の通りであります。

 2022年６月23日現在
 

 議長・委員長 構成員・委員

取締役会
井ノ上　雅 弘
(代表取締役社長)

清水茂、大谷俊秀、中嶋義雄、日下部浩司、新井祐宏
中西孝平(社外取締役)、猪田忠、宮崎慶介(社外取締役)
樋口達(社外取締役)

経営会議
井ノ上 雅 弘
(代表取締役社長)

清水茂、大谷俊秀、中嶋義雄、日下部浩司、新井祐宏、猪田忠

監査等委員会 猪 田 　忠 宮崎慶介(社外取締役)、樋口達(社外取締役)

指名諮問委員会
井ノ上　雅 弘
(代表取締役社長)

清水茂、中西孝平(社外取締役)
宮崎慶介(社外取締役)、樋口達(社外取締役)

報酬諮問委員会
井ノ上　雅 弘
(代表取締役社長)

中西孝平(社外取締役)、樋口達(社外取締役)

 

 

③企業統治に関するその他の事項

(ⅰ) 内部統制システムの整備の状況

当社は取締役会において、会社法に基づく内部統制システム構築の基本方針として、会社の業務の適正を確

保するための体制の整備について決議し、以下の基本方針に沿って業務を遂行しております。

イ　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a 当社は、３つの経営の基本理念の考え方を役員・使用人に周知・徹底させ、企業としての社会的責任を果

たします。
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b 当社は、コンプライアンス委員会を設置のうえコンプライアンス・マニュアルを作成し、コンプライアン

ス体制を確立しております。また、コンプライアンス体制の一環として当社のコンプライアンス委員会の

ほか、当社の顧問弁護士および常勤監査等委員を窓口とする内部通報制度を設け、その周知を図るととも

に、社内において研修等を通じ役員・使用人のコンプライアンス意識の醸成に努めております。

c 内部監査部門である社長直轄組織の監査部は、コンプライアンス体制についての監査を行っております。

d 役員・使用人の職務の執行において法令違反等が生じた場合、役員については取締役会、監査等委員会に

おいて、使用人については賞罰委員会に諮った上で、諸規程などに則り厳正な処分を行っております。

e 当社及び当社の子会社の財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ

適切な提出に向け、内部統制システムを構築するとともに、その仕組みが適正に機能していることを継続

的に評価し、必要に応じ是正を行っております。

f 当社は、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力の排除に向け、毅然とした態度で臨み一切の関係を

遮断しており、そのための社内組織・体制を整えるとともに、外部専門機関との連携を強化しておりま

す。

ロ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関しては、「文書管理規程」にて定めております。

b 取締役はそれらの情報を常時閲覧することができます。

ハ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制）

a 取締役及び各職位にある使用人は、「職務権限規程」において明確化された業務分掌に基づいて業務運営

を行っております。

b 取締役会は、少なくとも年に１度、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事象への対応についてリスク分

析を行い、対応体制をレビューしております。なお、これらのリスクの具体的な内容や対応体制について

は、「第２　事業の状況　２　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

c 工場及び工事現場での事故発生のリスクに備えるため、安全衛生管理委員会で全事業所の安全活動、事故

発生状況と善後策を把握して安全活動施策を策定しており、環境安全部はその事務局として「安全衛生管

理規程」に基づき全事業所を対象とした安全衛生管理業務を行っております。

d 与信、情報システム等のリスクに関しては、「与信管理規程」、「情報セキュリティ対策規程」を定め、

リスク管理体制の構築及び運用を行っております。なお、様々な理由に起因するコンプライアンスリスク

については、コンプライアンス体制の一層の強化等によりリスク管理を行っております。

e 地震・パンデミック等の大規模災害に備えるため、ＢＣＰ（事業継続計画）のマニュアルを作成し、その

対応体制を構築しております。

f 子会社の事業運営やリスク管理体制等に関しては、各所管部店長が助言・指導を行っております。

g 監査部は、リスク管理体制についての監査を行っております。

ニ　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制　

a 会社の意思決定の効率性を確保するために、「職務権限規程」、「稟議規程」、「予算管理規程」等を定

めております。

b 取締役会を月１回以上適宜開催し、迅速な意思決定と効率的な職務執行を行っております。

c 取締役会の決議による重要基本方針に基づき、当社の経営方針、各業務の執行方針を協議するとともに、

取締役会に諮る稟議事項の事前審議を行うため、常勤取締役及び社長が任命した者によって構成される経

営会議を設けております。

ホ　当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

a 当社は、当社及び子会社をもって企業集団を形成しております。これらの子会社の管理に関しては「関係

会社管理規程」を制定し、内部統制システム体制を整備しております。また、リスク管理体制の適用範囲

には子会社も含め、グループ全体の業務の適正化を図っております。

b 子会社については、経営企画部が業務全般を統括するとともに、子会社毎に所管部店を定め適切な管理を

行っております。また、定期的に関係会社連絡会を開催し、その中で各子会社は業務執行状況や財務状況

等を当社へ報告しております。
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c 当社コンプライアンス委員会及び所管部店は、子会社のコンプライアンス活動の支援及び指導を行ってお

ります。当社の内部通報制度は、全ての子会社の役員・使用人及び退職者(ただし退職後１年以内に限る)

が利用することができます。

d 監査部は、子会社について業務の適正が確保されているかについての監査を行っております。

ヘ　監査等委員会の職務を補助すべき使用人の業務執行を行う取締役からの独立性に関する事項

a 監査等委員会の職務の補助は、監査等委員会付(使用人)が行っております。当該使用人の任命、異動およ

び評価等の人事に関する事項の決定については、監査等委員会の同意を要します。

b 当該使用人の業務執行者からの独立性及び監査等委員会からの指揮命令権の確保については、上述の人事

権とあわせ「監査等委員会監査等基準」に定めております。

ト　当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査等委員会に報告するための体制

a 当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え次の事項を遅滞なく報

告しております。なお、監査等委員会への報告は、原則として常勤監査等委員に対して行っております。

・全社的に影響を及ぼす重要事項

 ・内部統制に関わる活動概要

 ・監査部の内部監査の結果

 ・重要な会計方針・会計基準及びその変更

 ・コンプライアンス・マニュアルに基づく報告・運用の内容

b 常勤監査等委員が、取締役会以外に出席すべきと判断する重要会議(コンプライアンス委員会、経営会

議、全店会議、工場長会議等)について、それらに関わる役職員は事前の連絡等を周知徹底しておりま

す。

c 内部通報制度を利用した報告者が不利益な処遇が為されることがないよう会社が保証する旨を、コンプラ

イアンス・マニュアルにおいて定めております。

チ　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a 代表取締役社長と監査等委員会の意見交換会を定期的に開催し、経営課題・監査等委員会監査の環境整備

の状況・監査上の重要課題等について意見交換を行っております。

b 監査等委員会が、必要に応じて会計監査人・顧問弁護士等との意思疎通を十分に行える体制を確保してお

ります。

c 監査等委員会が職務の執行上必要と認める緊急又は臨時の費用に関しては、会社の負担とする旨を「監査

等委員会監査等基準」に定めております。

d 監査部は、監査の方針・計画について監査等委員会と事前協議を行い、内部監査実施状況及び監査結果等

を報告し緊密に連携しております。

e 総務人事部法務・審査課、環境安全部及び工場管理部は、それぞれ担当するリスク管理に関わる事項を常

勤監査等委員に定期的に報告しております。

 

(ⅱ) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役全員と、会社法第427条第１項及び定款の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責

任を一定範囲に限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が

規定する額としております。

　

(ⅲ) 会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項

　イ 被保険者の範囲

　　　当社取締役(非常勤含む)及び連結子会社役員

　ロ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者

が負担することになる株主代表訴訟等で取締役が悪意や重大な過失がなく敗訴した場合の訴訟費用や賠償額等

の損害を当該保険契約により填補することとしております。なお、被保険者の当該保険料の負担はありませ

ん。
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(ⅳ) 取締役の定数

当社の監査等委員でない取締役は10名以内とし、監査等委員である取締役は５名以内とする旨を定款に定め

ております。

　

(ⅴ) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積

投票によらない旨も定款に定めております。

　

(ⅵ) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。こ

れは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的としております。

 
(ⅶ) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ 自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引

等による自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策を図るこ

とを目的としております。

ロ 剰余金の配当

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役会の決議によって行うことができる旨を定款に定めております。これは、柔軟で機動的な資本

政策及び配当政策を図ることを目的としております。

ハ 中間配当他

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配

当を行うこと、及びそれ以外に基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

二 取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会決議により同法第423条第１項の取締役（取締役で

あったものを含む）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。
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(2) 【役員の状況】

①役員一覧

男性10名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社長 井ノ上　雅弘 1962年７月28日生

 1985年４月 丸紅㈱入社

 2011年４月 同社鉄鋼製品事業部長

 2011年６月 当社取締役

 2015年４月 丸紅㈱鉄鋼製品事業本部長

 2016年６月 当社取締役監査等委員

 2018年４月 丸紅㈱参与、鉄鋼製品事業本部長

 2019年４月 同社参与、金属本部副本部長兼鉄

鋼製品事業部長

 2020年４月 当社経営管理本部副本部長

 2020年６月 当社専務取締役、社長補佐、経営

管理本部長、環境安全部担当役員

 2021年４月 当社専務取締役、社長補佐、経営

管理本部長

 2021年６月 当社代表取締役社長、経営管理本

部長

 2022年６月 当社代表取締役社長(現)

(注)２ 1,300

代表取締役専務
営業本部長

清　水　　茂 1959年12月26日生

 1982年４月 当社入社

 2008年４月 当社営業本部東京本店工事部長兼

工事課長

 2010年４月 当社営業本部東京本店営業第一部

長

 2012年４月 当社営業本部福岡支店長

 2016年４月 当社営業本部名古屋支店長

 2018年４月 当社営業本部東京本店長

 2018年６月 当社取締役、営業本部東京本店長

 2020年４月 当社常務取締役、営業本部東京本

店長

 2021年４月 当社専務取締役、営業本部長

 2021年６月 当社代表取締役専務、営業本部長

(現)

 （主要な兼職）

 マルケンテックジャパン㈱代表取

締役社長

(注)２ 2,300

常務取締役
経営管理本部長

 環境安全部担当役員
大　谷　俊　秀 1959年５月25日生

 1982年４月 丸紅㈱入社

 2012年４月 同社金属部門金属総括部長

 2013年４月 同社金属第一部門長補佐兼金属第

二部門長補佐兼金属総括部長

 2015年４月 伊藤忠丸紅鉄鋼㈱出向（人事総務

部長）

 2017年４月 同社参与、人事総務部長

 2018年４月 同社参与ＣＡＯ（人事・総務・法

務・コンプライアンス担当）兼人

事総務部長

 2020年６月 当社取締役常勤監査等委員

 2022年６月 当社常務取締役、経営管理本部

長、環境安全部担当役員(現)

(注)２ 300
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常務取締役
工務統括本部長

中　嶋　義　雄 1959年２月４日生

 1982年４月 当社入社

 2007年４月 当社技術開発部長

 2008年４月 当社営業本部東京本店技術部長

 2014年４月 当社工務統括本部長兼工事管理部

長兼営業本部東京本店工事部長兼

海外事業部長

 2015年６月 当社取締役、工務統括本部長、工

事管理部長、営業本部東京本店工

事部長

 2017年４月 当社取締役、工務統括本部長

 2019年４月 当社常務取締役、工務統括本部長

(現)

(注)２ 1,700

取締役
 工務統括本部副本部長

工場管理部長
日下部　浩司 1961年９月７日生

 1985年４月 当社入社

 2013年10月 当社営業本部営業総括部長

 2017年４月 当社調達本部調達部長

 2019年４月 当社営業本部東京本店副本店長兼

市原工場長兼営業本部調達部長

 2020年６月 当社取締役、工務統括本部副本部

長、工場管理部担当役員、営業本

部東京本店副本店長、調達部長

 2022年４月 当社取締役、工務統括本部副本部

長、工場管理部長(現)

 （主要な兼職）

 協友リース㈱代表取締役

(注)２ 300

取締役
 経営管理本部副本部長
海外事業部担当役員

経営企画部長

新　井　祐　宏 1969年12月19日生

 1994年４月 当社入社

 2019年４月 当社経営管理本部経営企画部長

 2021年４月 当社経営管理本部副本部長兼経営

企画部長

 2021年６月 当社取締役、経営管理本部副本部

長、経営企画部長

 2022年４月 当社取締役、経営管理本部副本部

長、海外事業部担当役員、経営企

画部長(現)

 （主要な兼職）

 丸建投資合同会社職務執行者

 タイ丸建㈱取締役

(注)２ 100

取締役 中　西　孝　平 1954年11月13日生

 1977年４月 日本輸出入銀行(現㈱国際協力銀

行)入行

 2004年10月 同行人事部長

 2007年８月 同行欧州・中東地域外事審議役

 2008年10月 ㈱日本政策金融公庫国際協力銀行

特別参与

 2011年６月 同社国際協力銀行取締役

 2012年４月 ㈱国際協力銀行取締役企画・管理

部門長

 2013年９月 三菱商事㈱顧問

 2016年３月 ㈱ＳＵＭＣＯ社外取締役(監査等委

員)

 2017年６月 ㈱池田泉州ホールディングス社外

監査役(現)

 2018年９月 一般財団法人海外投融資情報財団

理事長

 2021年６月 当社取締役(現)

(注)２ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
 常勤監査等委員

猪　田　　忠 1959年12月17日生

 1982年４月 当社入社

 2009年４月 当社経営管理本部財経部長

 2014年６月 当社取締役、経営管理本部財経部

長

 2015年４月 当社取締役、経営管理本部副本部

長、財経部長、監査部担当役員補

佐

 2019年４月 当社常務取締役、経営管理本部副

本部長、財経部長

 2021年４月 当社常務取締役、経営管理本部副

本部長、環境安全部担当役員

 2022年６月 当社取締役常勤監査等委員(現)

 （主要な兼職）

 協友リース㈱監査役

(注)３ 2,500

取締役
監査等委員

宮　崎　慶　介 1970年９月５日生

 1994年４月 丸紅㈱入社

 2018年４月 同社鉄鋼製品事業本部鉄鋼製品事

業室長

 2019年４月 同社鉄鋼製品事業部部長代理兼鉄

鋼製品事業室長

 2020年４月 同社鉄鋼製品事業部副部長兼鉄鋼

製品事業室長

 2020年10月 同社鉄鋼製品事業部副部長

 2021年４月 同社鉄鋼製品事業部長(現)

 2021年６月 当社取締役監査等委員(現)

(注)４ ―

取締役
監査等委員

樋　口　　達 1970年10月30日生

 1993年10月 会計士補登録

監査法人トーマツ(現 有限責任監

査法人トーマツ)入所

 1997年４月 公認会計士登録

 2002年10月 弁護士登録(第一東京弁護士会所

属)、成和共同法律事務所入所

 2007年10月 同事務所パートナー

 2016年６月 当社取締役監査等委員(現)

 2018年10月 大手門法律会計事務所代表パート

ナー(現)

 2019年６月 オルガノ㈱社外監査役(現)

 2019年10月 アドバンス・レジデンス投資法人

執行役員(現)

(注)３ ―

計 8,500
 　　　
(注) １　中西孝平、宮崎慶介及び樋口達の３氏は社外取締役であります。

２　取締役の任期は、2022年３月期に係る定時株主総会終結の時から、2023年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

３　取締役監査等委員のうち猪田忠氏及び樋口達氏の任期は、2022年３月期に係る定時株主総会終結の時から、

2024年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　取締役監査等委員のうち宮崎慶介氏の任期は、2021年３月期に係る定時株主総会終結の時から、2023年３月

期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査等委員会の体制は、次のとおりであります。

議長 猪田忠、委員 宮崎慶介、委員 樋口達

６　当社は、法令に定める取締役監査等委員の員数を欠くことになる場合に備え、全ての取締役監査等委員の補

欠として、１名を選任しております。

 補欠の取締役監査等委員の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株)

棚　橋　栄　蔵 1954年４月26日生

 1987年10月 司法試験合格

―

 1990年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会所属)、設楽・
阪本法律事務所入所

 2000年４月 棚橋・小澤法律事務所開設

 2005年６月 当社監査役

 2016年８月 棚橋総合法律事務所開設

 2020年３月 当社取締役監査等委員

 2020年５月 銀座インペリアル法律事務所開設(現)

 （主要な兼職）

 2009年12月 横浜冷凍㈱社外監査役(現)
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②社外役員の状況

(ⅰ) 社外取締役の員数並びに提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社の社外取締役は３名であり、宮崎慶介氏、樋口達氏の２名が監査等委員であります。３名共、当社と

の間に人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係はありません。

(ⅱ) 社外取締役が当社の企業統治において果たす機能及び役割並びに選任状況に関する方針

a 社外取締役中西孝平氏

長年にわたる金融関連の業務を通じて、企業経営に幅広い知見と経験を有しており、商社、製造業の要職

も務めており、これらの経験が当社取締役会における助言、監督業務を適切に遂行していただけるものと判

断したため、社外取締役に選任しております。なお、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

届け出ております。

b 社外取締役宮崎慶介氏

取締役監査等委員であり、長年にわたる金属関連の業務を通じて、鉄鋼製品事業及びその事業管理につい

て幅広い知識・経験を有しており、当社取締役会における監査・監督業務を適切に遂行していただけるもの

と判断したため、社外取締役に選任しております。

c 社外取締役樋口達氏

取締役監査等委員であり、弁護士及び公認会計士としての高度な専門的知識に基づき、また、当社におけ

る６年間の社外取締役経験を通じて当社事業を熟知しているため、当社取締役会における監査・監督業務を

適切に遂行していただけるものと判断したため、社外取締役に選任しております。なお、同氏は東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

d 社外取締役と丸紅㈱との関係

当社のその他の関係会社である丸紅㈱は、当社議決権の35.22％を所有しており、その株主としての権利

を行使することができます。また、社外取締役宮崎慶介氏は同社の鉄鋼製品事業部長を兼任しております。

従って、同社の金属セグメントに関する方針が、当社の経営方針の決定等について影響を及ぼし得る状況に

あります。

一方、当社は、経営の自主性・独自性を確保するため、丸紅㈱との間で経営の関与に関する覚書を締結し

ており、当社の重要事項の決定に当たっては事前の承認・報告を要しない旨を合意しております。

従って当社は、その他の関係会社である丸紅㈱から一定の独立性を確保しており、社外取締役宮崎慶介氏

についても社外役員として一定の独立性を有しております。

(ⅲ) 社外取締役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針

当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針について特に定めておりませんが、専

門的な知見や経験に基づいた客観的かつ適切な助言、監督又は監査を行う役割や機能が期待され、一般株主

と利益相反が生じるおそれが無いことを基本的な方針として選任しております。

 

③社外取締役又は社外監査等委員による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並

びに内部統制部門との関係

当社の社外取締役３名中２名が監査等委員でありますが、同委員会は監査の実効性・効率性を高めるため

に、監査部と日常的な情報交換・意見交換及び事業所等の合同監査等を実施しております。さらに、会計監査

人も交えて三様監査連絡会を年数回程度開催して、監査計画や監査結果の説明その他必要に応じて意見交換を

行い、三様監査間での情報の共有化と相互連携を図っております。また、監査等委員会による監査の実効性を

上げ会社の信頼性の一層の向上と健全な経営に資することを目的に、「社長・監査等委員会懇談会」を設けて

定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査等委員会による監査の環境整備の状況、監査上の重要課題

等について意見を交換し、併せて必要と判断される要請を行うなど、代表取締役社長との相互認識を深めるよ

う努めております。
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(3) 【監査の状況】

①監査等委員監査の状況

当社の監査等委員会のメンバー３名のうち２名が社外取締役であります。またメンバー３名のうち２名が財務

及び会計に関する相当程度の知見を有しております。同委員会は、会社法第399条の２第３項の規定により、取

締役の職務の執行の監査及び監査報告の作成、その他監査等委員会に付与された職務を全うするため、監査等委

員会を月一回以上の頻度で開催しており、毎期首に監査の方針、方法、計画などを策定しております。

　常勤監査等委員の活動としては、これらの監査の方針、方法計画等に基づき、取締役会、経営会議及び出席す

べきと判断する重要会議(全店予算会議、稟議審議委員会、工場長会議等)に出席するほか、重要書類の閲覧や各

部門、支店、工場、グループ会社への往査を行っております。

　なお、当事業年度において当社は監査等委員会を17回開催しており、個々の監査等委員の出席状況及び活動状

況は次のとおりであります。

地　　位 氏　　名 開催回数及び出席状況 主　な　活　動　状　況　

取締役
常勤監査等委員

大谷　俊秀 17回開催中17回出席

長年にわたる総合商社及び鉄鋼専門商社での業務を
通じた事業管理についての幅広い知識や経験に基づ
き、議案の審議に必要な発言を適宜行っておりま
す。また、同氏は指名諮問委員会の委員を務めてお
ります。

取締役
監査等委員

宮崎　慶介 13回開催中13回出席

長年にわたる金属関連の業務を通じた鉄鋼製品事業
及びその事業管理についての幅広い知識や経験に基
づき、議案の審議に必要な発言を適宜行っておりま
す。また、同氏は指名諮問委員会の委員を務めてお
ります。

取締役
監査等委員

樋口　 達 17回開催中17回出席

主に弁護士および公認会計士としての専門的見地か
ら、また当社における６年間の社外取締役経験を通
じて当社事業を熟知しているため、議案の審議に必
要な発言を適宜行っております。また、同氏は指名
諮問委員会及び報酬諮問委員会の委員を務めており
ます。

 

(注)宮崎慶介氏は2021年６月25日に就任しております。また大谷俊秀氏の地位は、2022年６月23日開催の定時株主総

会終結前のものを記載しております。

 
監査等委員の監査は以下の方針等に基づき実施しております。

(ⅰ)　各監査等委員は、法令・定款及び監査等委員会監査等基準等に則り、会計監査人及び監査部等社内内部統

制部門との緊密な連携を保ち、取締役との真摯な意思疎通、広く関係部署との情報交換を行い、取締役の

職務の執行の適法性・妥当性・効率性等、及び会計事項の正確性・信頼性・公正性に関し、事業環境の変

化に即応した実効ある監査等を実施しております。また、必要に応じ適切な提言・助言を行い、会社の健

全で持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制の確立に資することとしておりま

す。

(ⅱ)　会計監査人の選任及び解任、並びに再任しないことに関する議案決定権の行使について、監査等委員会に

て意見を共有し、適切に対応しております。

(ⅲ)　会社法により監査等委員会に付与されている、取締役の選任若しくは解任又は辞任についての意見陳述

権、及び取締役の報酬等についての意見陳述権の行使について、監査等委員会にて意見を共有し適切に対

応しております。

(ⅳ)　重点監査等項目は次のとおりであります。

・取締役の意思決定及び業務執行状況、経営計画実施状況

・内部統制システムの整備状況及び運用状況

・リスクマネジメントの状況

・子会社、関連会社の管理・運営状況

・会計監査人から指摘される留意事項の執行状況

・震災等への危機管理体制の整備状況

・監査指摘事項のフォローアップ状況

・会計監査人の監査活動の適切性・妥当性の状況(評価)
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②内部監査の状況

(ⅰ) 内部監査の組織、人員及び手続

当社は、内部監査部門として他部門から独立した社長直轄組織である監査部を設置し、専任者１名、兼任者

１名を配属して法令及び社内諸規程に基づき業務監査、会計監査、内部統制監査等を実施しております。

　具体的には、社内規程である「内部監査規程」に基づき、毎期首に監査計画を策定した上で、営業部門内及

び連結グループ会社は年１回以上、管理部門内は概ね隔年毎に業務監査及び会計監査を実施しております。内

部統制監査については、財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、「全社的な内部統制」「業務プロ

セスに係る内部統制」の監査を実施しております。

 

(ⅱ) 内部監査、監査等委員監査及び会計監査の相互連携

「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (2)役員の状況 ③社外取締役又は社外監査

等委員による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関

係」を参照下さい。

 
③会計監査の状況

(ⅰ) 監査法人の名称

太陽有限責任監査法人

(ⅱ) 継続監査期間

５年間

(ⅲ) 業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　桐川　聡、上西　貴之

(ⅳ) 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士２名、その他18名であります。

(ⅴ) 監査法人の選定方針と理由

　当社は、当社の会計監査人に必要な専門性、独立性及び適切性を有し、会計監査が適切かつ妥当に行われ

ることを確保する体制を備えており、かつ当社の事業規模や業務内容に適した監査対応が可能であり、職務

遂行能力や監査費用等を総合的に勘案し適任と判断したため、太陽有限責任監査法人を会計監査人に選定し

ております。具体的には、公認会計士の人員数、上場会社を含めた被監査会社数、海外提携先等の監査法人

の概要・規模、監査法人の監査における基本方針、監査チームの構成状況、監査期間と監査報酬等の項目に

ついて検討しております。

(ⅵ) 監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

　当社の監査等委員会は、監査法人に対して以下のとおり評価を行っております。

　当社の監査等委員会は、太陽有限責任監査法人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、監査法人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めております。また、監査法人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に

従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　なお、具体的には「会計監査人の評価基準項目」として以下の項目に従って評価を行っており、太陽有限

責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると評価しております。

・監査法人の品質管理

・監査チームの独立性や職業的専門性、メンバー構成

・監査報酬水準の適切性

・監査等委員等とのコミュニケーション

・経営者等とのコミュニケーション

・グループ監査

・不正リスクへの十分な配慮
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(ⅶ) 監査法人の解任・不再任の方針

　当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められた場合には、監査等委員

会は、監査等委員の全員の同意に基づき解任いたします。また、監査等委員会は、会計監査人が職務を適切

に遂行することが困難と判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は

当該議案を株主総会に提案いたします。 

(ⅷ)監査法人の業務停止処分に係る事項

該当事項はありません。

 
④監査報酬の内容等

(ⅰ) 監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 31 ― 31 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 31 ― 31 ―
 

(注)　当連結会計年度において、上記以外に前連結会計年度の追加報酬支払額が３百万円あります。

(ⅱ) 監査公認会計士等と同一のネットワーク(Grant Thornton)に対する報酬（ⅰを除く）

該当事項はありません。

(ⅲ) その他重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

該当事項はありません。

(ⅳ) 監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査日数や監査内容等を勘案して、監査等委員会の同意を得

た上で、取締役会での決議後、代表取締役が決定する旨を定款に定めております。

(ⅴ) 監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　当社の監査等委員会は、太陽有限責任監査法人から提案のあった年間監査報酬額につき説明を受け、以下の

内容を検討した結果、監査等委員全員にて同意しております。

・監査報酬は会社の規模、複雑性、リスクに照らして合理的であるか。

・監査内容の変更等により監査報酬を増減する場合は、その理由についての説明があると共にその理由は合理

的であるか。

・監査報酬の前期からの変動がある場合、その内容は合理的であるか。

・前期計画と実績の乖離内容の分析を踏まえた監査時間、報酬単価となっているか。

・監査等委員会は、非監査業務の受嘱に関する方針及び手続について、会計監査人から説明を受けたか。

・監査等委員会は、報酬依存度に関する具体的な判断基準及びセーフガードについて、会計監査人から説明を

受けたか。
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(4) 【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、2021年２月25日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等を決議し、

以下の２項目につき具体的な金額、計算方法を基準役員報酬及び役員賞与内規において定めております。

　(1)役員の役位別に定めた月例の基本報酬(固定報酬)

　(2)年次利益目標の達成度合いにより算出する業績連動報酬(賞与)

　当社には役員退職金制度はありません。また、当社は役員持株会制度を導入しております。

　当社は、2021年６月25日付取締役会決議により、社外取締役が委員の過半数となる取締役会の諮問機関である

「報酬諮問委員会」を設置しており、限度額の変更、内規の変更及び実支払額の確定については、同委員会での

検討、同意を経て、しかるべく株主総会、取締役会、監査等委員会にて決議されます。また、各取締役の個人別

の報酬についても同委員会での検討、同意を経たうえで、取締役会、監査等委員会にて決議しており、個人別報

酬等の内容に係る決定方針に沿うものであると判断しております。

当社の取締役の報酬は、客観性、透明性を持つと同時に、会社の持続的な成長に向けたインセンティブとして

機能し、株主利益と連動した適正な水準の体系及び決定手続きとすることを基本方針としております。具体的に

は、常勤取締役の報酬は、基本報酬としての固定報酬と、業績連動報酬としての賞与により構成し、監督機能を

担う非常勤取締役については、その職務に鑑み基本報酬のみを支払うこととしております。

業績連動報酬としての賞与の年次利益目標の指標には、連結財務諸表の税金等調整前当期純利益を用いており

ますが、この指標を選択した理由は、期初業績予想に対する達成度合いに応じて変動するため、経営責任を客観

的に評価することができるからであります。

なお、当事業年度における業績連動報酬に係る指標の目標及び実績は次のとおりであります。

2022年３月期の税金等調整前当期純利益目標値　　　10億95百万円

同上の実績値　　　　　　　　　　　　　　　　　　13億64百万円

②役員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社の取締役報酬総額は2019年６月25日開催の第51回定時株主総会での決議に基づき、監査等委員でない取締

役は年額300百万円(当該定時株主総会終結時点の監査等委員でない取締役の員数は７名)、監査等委員である取締

役は年額150百万円(当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名(うち社外取締役は３名))

をそれぞれ限度額として定めております。

③役員の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

該当事項はありません。

④役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

左記のうち
非金銭報酬

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)

138 114 24 ― ― 8

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く)

― ― ― ― ― ―

社外役員 29 25 3 ― ― 5
 

(注)　上記業績連動報酬は、当事業年度に計上した役員賞与引当金繰入額28百万円であります。

⑤役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、取引先との関係強化等のために純投資目的以外の目的である投資株式を保有しており、それ以外の株

式は保有しない方針であるため、保有目的が純投資目的である投資株式は保有しておりません。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は毎期経営会議及び取締役会において、個別銘柄別にその目的により得られる利益と投資コスト等を総

合的に勘案して、全銘柄を対象として個別具体的に保有の可否を判断しており、その中で一部銘柄については

保有の圧縮を検討しております。また、当社は政策保有株式の議決権行使基準を定めており、その基準に従い

各担当役員が各議案の内容を検討した上で、最終的に代表取締役社長が議案の賛否を総合的に判断しておりま

す。その中で、相対的に配当性向の低い銘柄について増配を求めるなどの個別の対応も行っております。

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 4 166

非上場株式以外の株式 9 648
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 1 0

取引先持株会積立購入及び持株配
当の再投資による増加でありま
す。同社から建設工事案件等の情
報を入手しております。

 

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果(注１)
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

㈱安藤・間

209,700 209,700
当社の重仮設事業及び重仮設工事事業におけ
る主要顧客として設立以来長年にわたり取引
を継続しており、その売上高が当社の連結売
上高の上位を占めているため、取引関係を強
化する目的で保有しております。

無

189 178

日本国土開発㈱

200,000 200,000 当社の重仮設事業及び重仮設工事事業におけ
る主要顧客として設立以来長年にわたり取引
を継続しており、その取引関係を強化する目
的で保有しております。

有
110 123

住友不動産㈱
26,000 26,000 当社の重仮設事業及び重仮設工事事業におけ

る主要顧客の施主であり、その関係を強化す
る目的で保有しております。

有
88 101

㈱めぶきフィナ
ンシャルグルー
プ

312,221 312,221 当社の主要借入金融機関であり、長期的かつ
安定的な金融取引関係を維持・強化する目的
で保有しております。

無(注２)
79 81

西松建設㈱

21,600 21,600
当社の重仮設事業及び重仮設工事事業におけ
る主要顧客として設立以来長年にわたり取引
を継続しており、その売上高が当社の連結売
上高の上位を占めているため、取引関係を強
化する目的で保有しております。

無

79 60

㈱みずほフィナ
ンシャルグルー
プ

33,453 33,453 当社の主要借入金融機関であり、長期的かつ
安定的な金融取引関係を維持・強化する目的
で保有しております。

無(注３)
52 53

インフロニア・
ホールディング
ス㈱

29,000 29,000
当社の重仮設事業及び重仮設工事事業におけ
る主要顧客として設立以来長年にわたり取引
を継続しており、その売上高が当社の連結売
上高の上位を占めているため、取引関係を強
化する目的で保有しております。

無(注４)

30 27

㈱りそなホール
ディングス

28,490 28,490 当社の主要借入金融機関であり、長期的かつ
安定的な金融取引関係を維持・強化する目的
で保有しております。

無(注５)
14 13

飛島建設㈱

3,638 3,080

当社の重仮設事業及び重仮設工事事業におけ
る主要顧客として設立以来長年にわたり取引
を継続しており、その売上高が当社の連結売
上高の上位を占めているため、取引関係を強
化する目的で保有しております。なお、同社
株式数の増加は取引先持株会を通じた取得に
よるものであります。

無

3 3

 

（注）１ 特定投資株式の定量的な保有効果については、個別の取引条件を開示できないため記載しておりませんが、毎

期経営会議及び取締役会において個別銘柄別に検証しており、その上で議案の賛否及び保有の可否を決定して

おります。

 ２ 株式会社めぶきフィナンシャルグループは当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である株式会社常陽

銀行は当社株式を保有しております。

 ３ 株式会社みずほフィナンシャルグループは当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である株式会社みず

ほ銀行及びみずほ信託銀行株式会社は当社株式を保有しております。

 ４ インフロニア・ホールディングス株式会社は当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である前田建設工

業株式会社は当社株式を保有しております。なお、当社は前事業年度は前田建設工業株式会社の株式を保有し

ており、その株式数等を記載しておりますが、2021年10月に共同株式移転によりインフロニア・ホールディン

グス株式会社が新設されたため、当事業年度は同社株式の保有状況を記載しております。

 ５ 株式会社りそなホールディングスは当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である株式会社りそな銀行

は当社株式を保有しております。
 

みなし保有株式

該当事項はありません。
 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません

④　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

⑤　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に基

づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2021年４月１日から2022年３月31日

まで)の連結財務諸表及び事業年度(2021年４月１日から2022年３月31日まで)の財務諸表について、太陽有限責任監

査法人により監査を受けております。

 
３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、各種セミナーへの参加や資料の入手等を通じて、会計基準等の内容を適切に把握

し、また会計基準等の変更について適確に対応することができる体制の整備に努めております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,396 1,038

  受取手形及び売掛金 5,437 -

  受取手形、売掛金及び契約資産 - ※2  5,227

  電子記録債権 1,450 ※2  1,946

  建設機材 8,933 8,615

  商品 470 709

  材料貯蔵品 258 255

  未成工事支出金 47 47

  その他 171 334

  貸倒引当金 △33 △29

  流動資産合計 19,132 18,146

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 597 593

   機械装置及び運搬具（純額） 447 419

   土地 ※5  8,027 ※5  8,027

   リース資産（純額） 68 35

   建設仮勘定 - 17

   その他（純額） 60 50

   有形固定資産合計 ※1  9,201 ※1  9,143

  無形固定資産 8 5

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※3  3,990 ※3  4,022

   退職給付に係る資産 118 102

   繰延税金資産 1 385

   その他 162 155

   貸倒引当金 △21 △13

   投資その他の資産合計 4,251 4,651

  固定資産合計 13,462 13,801

 資産合計 32,594 31,947
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,252 5,713

  電子記録債務 1,264 1,002

  短期借入金 2,900 2,879

  1年内返済予定の長期借入金 2,230 1,085

  リース債務 35 21

  未払法人税等 188 125

  未払費用 641 665

  未成工事受入金 17 -

  契約負債 - 865

  賞与引当金 217 220

  役員賞与引当金 33 31

  工事損失引当金 29 21

  その他 817 1,483

  流動負債合計 13,628 14,116

 固定負債   

  長期借入金 2,925 2,140

  リース債務 38 17

  繰延税金負債 40 10

  再評価に係る繰延税金負債 ※5  946 ※5  946

  退職給付に係る負債 22 23

  固定負債合計 3,973 3,137

 負債合計 17,602 17,253

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,651 2,651

  資本剰余金 924 924

  利益剰余金 8,814 8,414

  自己株式 △136 △136

  株主資本合計 12,254 11,853

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 298 310

  土地再評価差額金 ※5  1,975 ※5  1,975

  為替換算調整勘定 △32 93

  退職給付に係る調整累計額 △6 △39

  その他の包括利益累計額合計 2,234 2,340

 非支配株主持分 503 501

 純資産合計 14,992 14,694

負債純資産合計 32,594 31,947
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 20,032 ※1  19,103

売上原価 ※2  16,975 ※2  15,754

売上総利益 3,056 3,348

販売費及び一般管理費   

 報酬及び給料手当 1,170 1,141

 福利厚生費 269 266

 退職給付費用 14 11

 地代家賃 178 178

 貸倒引当金繰入額 - 1

 賞与引当金繰入額 193 196

 役員賞与引当金繰入額 33 31

 その他 471 455

 販売費及び一般管理費合計 ※3  2,331 ※3  2,282

営業利益 725 1,066

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 27 38

 持分法による投資利益 381 229

 貸倒引当金戻入額 32 5

 その他 83 64

 営業外収益合計 525 338

営業外費用   

 支払利息 46 36

 その他 15 12

 営業外費用合計 62 48

経常利益 1,189 1,356

特別利益   

 固定資産売却益 - ※4  7

 特別利益合計 - 7

税金等調整前当期純利益 1,189 1,364

法人税、住民税及び事業税 285 289

法人税等調整額 2 73

法人税等合計 288 362

当期純利益 901 1,001

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △10 △1

親会社株主に帰属する当期純利益 911 1,003
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当期純利益 901 1,001

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 97 11

 退職給付に係る調整額 33 △34

 持分法適用会社に対する持分相当額 △14 127

 その他の包括利益合計 ※1  116 ※1  105

包括利益 1,017 1,106

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,028 1,108

 非支配株主に係る包括利益 △10 △1
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2020年４月１日　至 2021年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,651 924 8,136 △136 11,576

会計方針の変更によ

る累積的影響額
     

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,651 924 8,136 △136 11,576

当期変動額      

剰余金の配当   △233  △233

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  911  911

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 - - 677 △0 677

当期末残高 2,651 924 8,814 △136 12,254
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配

株主持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 200 1,975 △15 △42 2,118 - 13,694

会計方針の変更によ

る累積的影響額
      -

会計方針の変更を反映

した当期首残高
200 1,975 △15 △42 2,118 - 13,694

当期変動額        

剰余金の配当       △233

親会社株主に帰属す

る当期純利益
      911

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

97  △16 35 116 503 619

当期変動額合計 97 - △16 35 116 503 1,297

当期末残高 298 1,975 △32 △6 2,234 503 14,992
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 当連結会計年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,651 924 8,814 △136 12,254

会計方針の変更によ

る累積的影響額
  △1,137  △1,137

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,651 924 7,677 △136 11,116

当期変動額      

剰余金の配当   △266  △266

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  1,003  1,003

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 - - 736 △0 736

当期末残高 2,651 924 8,414 △136 11,853
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配

株主持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 298 1,975 △32 △6 2,234 503 14,992

会計方針の変更によ

る累積的影響額
      △1,137

会計方針の変更を反映

した当期首残高
298 1,975 △32 △6 2,234 503 13,854

当期変動額        

剰余金の配当       △266

親会社株主に帰属す

る当期純利益
      1,003

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

11  125 △32 105 △1 103

当期変動額合計 11 - 125 △32 105 △1 839

当期末残高 310 1,975 93 △39 2,340 501 14,694
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,189 1,364

 減価償却費 227 214

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △34 △33

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3 0

 賞与引当金の増減額（△は減少） 49 2

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △1

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 4 △8

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △35 △12

 受取利息及び受取配当金 △27 △38

 支払利息 46 36

 持分法による投資損益（△は益） △381 △229

 売上債権の増減額（△は増加） 1,180 △183

 棚卸資産の増減額（△は増加） 1,120 51

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,101 241

 未払消費税等の増減額（△は減少） 19 △128

 その他 △19 △245

 小計 2,241 1,030

 利息及び配当金の受取額 318 408

 利息の支払額 △46 △36

 法人税等の支払額 △177 △320

 法人税等の還付額 12 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,348 1,082

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △0 △0

 関係会社株式の取得による支出 △739 -

 有形固定資産の取得による支出 △268 △188

 有形固定資産の売却による収入 - 0

 有形固定資産の除却による支出 △2 △0

 無形固定資産の取得による支出 △0 △0

 貸付けによる支出 - △1

 貸付金の回収による収入 1 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,010 △191

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △800 △20

 長期借入れによる収入 1,600 300

 長期借入金の返済による支出 △1,680 △2,230

 リース債務の返済による支出 △37 △32

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △233 △265

 
連結子会社設立に伴う非支配株主からの払込に
よる収入

20 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,130 △2,249

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 207 △1,357

現金及び現金同等物の期首残高 2,189 2,396

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,396 ※1  1,038
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

　　１　連結の範囲に関する事項

　子会社は全て連結しており、その数は7社であります。その会社名は、興信工業㈱・丸建基礎工事㈱・丸建投

資合同会社・マルケンテックジャパン㈱・東北工業㈱・東播工業㈱・九州レプロ㈱であります。

　

　　２　持分法の適用に関する事項

(1) 関連会社は全て持分法を適用しており、その数は3社であります。その会社名は、協友リース㈱・タイ丸建

㈱・瑞馬丸建(安徽)工程支護科技有限公司であります。

　

(2) 持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。

　

　　３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、丸建投資合同会社の決算日は３月31日、その他６社の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、それぞれ同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　

　　４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

 
②建設機材

　購入年度別、総平均法による原価から定額法による減耗費を控除した額(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法)

③棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

　評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　　(a) 商品、材料貯蔵品

　　　総平均法

　　(b) 未成工事支出金

　　　個別法

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２年～45年

機械装置及び運搬具 ２年～18年

その他(工具、器具及び備品) ２年～20年
 

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。
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③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④長期前払費用

均等償却によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案した信用格付

けに基づく引当率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における請負工事のうち、損失の発生が見込

まれ、かつその金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。

③賞与引当金

　従業員への賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

④役員賞与引当金

　役員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

 
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に計上しております。

 
(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。

①賃貸

　建設用重量仮設鋼材の賃貸については、出荷時から返却時までの使用期間にわたり期間配分して収益を

認識しております。

②販売

　建設用重量仮設鋼材の販売については、出荷基準で収益を認識しております。なお、販売のうち顧客と

の買戻し条件付販売契約取引については、出荷時の売却金額から返却時の買戻し仕入金額を控除した純額

を実質的な使用期間に配分して収益を認識しております。

③工事契約

　当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗

度に基づき収益を認識しております。その進捗度は、各会計期間の期末日までに発生した工事原価が、予

想される工事原価の合計に占める割合に基づいて測定しております。また、契約日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事については代替的な取扱いを適用し、一定の期間に

わたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

④修理・加工・運送等

　これらの役務を顧客に提供し、顧客が検収した時点で収益を認識しております。

　

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手元現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。
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(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来、顧客との買戻し

条件付販売契約取引による売上高計上対象額を出荷時に売却金額の総額で収益を認識しておりましたが、当該対象

額を売却金額から買戻仕入金額を控除した純額を実質的な使用期間に配分して収益を認識する方法に変更しており

ます。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項

に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認

識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方

法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契

約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当

連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」の「未成工事受入金」及び

「その他」に含まれる「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」として表示しております。ただし、収益認

識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを

行っておりません。

この結果、当連結会計年度の売上高は381百万円減少、売上原価は294百万円減少、持分法による投資利益は26百

万円増加、営業利益は87百万円減少し、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ61百万円減少しておりま

す。また、当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の

利益剰余金の当期首残高は1,137百万円減少しております。１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しており

ます。

なお、収益認識会計基準第89－３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関係」

注記については記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基

準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計

方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこと

としました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2019年７月４

日）第７－４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記載して

おりません。

 
(会計上の見積りの変更)

（建設機材減耗費の計算方法の一部見直しについて）

建設機材の減耗費計算における残存価額は鉄スクラップの国内市況価格を参考にして算定しておりますが、その

市況価格が最近数年間上昇傾向にあり特に2020年以降顕著となっているため、当連結会計年度より見直し、将来に

わたり変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ

266百万円増加しております。

 
(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

当社グループは、新型コロナウイルス感染症への対策を講じた上で、概ね平常時と同水準の事業活動を行ってお

ります。当連結会計年度末現在においては、新型コロナウイルス感染症による翌連結会計年度以降の建設需要への

影響は軽微であると仮定して会計上の見積りを行っております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響については、今後感染の更なる広がりや収束時期など

について予測が困難な状況であるため不確定要素が多く、翌連結会計年度の経営成績や財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。
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(連結貸借対照表関係)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

 6,452百万円 6,523百万円
 

　

※２　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

 

 
当連結会計年度
(2022年３月31日)

受取手形 670百万円

売掛金 4,218　〃　　

契約資産 337　〃　　

電子記録債権 1,946　〃　　
 

 
※３　関連会社に対するものは次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

投資有価証券(株式) 3,193百万円 3,207百万円
 

 
 ４　保証債務

　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入に対し、次のとおり債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

当社従業員(住宅資金) ２百万円 １百万円

タイ丸建㈱ 2,556 〃　※ 2,700 〃　※

 (722百万BAHT) (733百万BAHT)

計 2,559百万円 2,702百万円

※(Italian-Thai Development
Public CO.,LTD.の再保証額)

(1,189百万円) (1,257百万円)
 

　

※５　土地の再評価

当社は土地の再評価に関する法律(1998年３月31日公布法律第34号)に基づき、2002年３月31日に事業用の土地

の再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律(1999年３月31日公布法律第24

号)に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

（再評価の方法）

土地の再評価に関する法律施行令(1998年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める「地価税法第16条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する為に国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算定した価額」に時点修正等の合理的な調整を行って算定しております。

（再評価を行った年月日）　2002年３月31日

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

再評価を行った土地の期末におけ
る時価の合計額が再評価後の帳簿
価額の合計額を下回る金額

2,202百万円 2,148百万円

 

なお、「再評価を行った土地の期末における時価」は、不動産鑑定評価を基礎とし、地価公示価格の推移を勘

案して時点修正による補正等、合理的な調整を行って算出しております。
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(連結損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係） １　顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。

 
※２ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

　

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
 至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
 至　2022年３月31日)

 29百万円 21百万円
 

 
※３ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
 至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
 至　2022年３月31日)

 6百万円 6百万円
 

 
※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
 至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
 至　2022年３月31日)

機械装置及び運搬具 - 7百万円
 

 
(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

 
当連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

 

その他有価証券評価差額金     

　当期発生額 141  17  

　組替調整額 -  -  

　　税効果調整前 141  17  

　　税効果額 △43  △5  

　　その他有価証券評価差額金 97  11  

退職給付に係る調整額     

　当期発生額 26  △40  

　組替調整額 △10  △8  

　　税効果調整前 16  △49  

　　税効果額 17  15  

　　退職給付に係る調整額 33  △34  

持分法適用会社に対する持分相当額     

　当期発生額 △14  127  

その他の包括利益合計 116  105  
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 3,429,440 ― ― 3,429,440
 

 
２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 96,364 111 ― 96,475
 

(注)　普通株式の自己株式の増加111株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年５月13日
取締役会

普通株式 233 70.00 2020年３月31日 2020年６月４日
 

 
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 266 80.00 2021年３月31日 2021年６月４日
 

 

当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 3,429,440 ― ― 3,429,440
 

 
２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 96,475 203 ― 96,678
 

(注)　普通株式の自己株式の増加203株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会

普通株式 266 80.00 2021年３月31日 2021年６月４日
 

 
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 266 80.00 2022年３月31日 2022年６月２日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

 現金及び預金勘定と一致しております。 現金及び預金勘定と一致しております。
 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

　（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　①リース資産の内容

　 ・ 有形固定資産

主として当社管理部門におけるホストコンピューター(工具、器具及び備品)であります。

　　②リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項 (2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

　（借主側）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

１年内 - 10百万円

１年超 - 33 〃

合計 - 43百万円
 

 
(金融商品関係)

　１　金融商品の状況に関する事項

 (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主として建設用重量仮設鋼材（建設機材）の賃貸及び販売、並びに修理・加工・運送等を行

うための工場等の設備投資計画に基づいて、必要な資金を金融機関からの長期借入金を中心に調達しておりま

す。短期的な運転資金については、金融機関からの短期借入金を中心に調達しており、一時的な余資は、手元流

動性を確保するため短期的な現金及び預金に限定するか、または借入金の返済に充当することとしております。

なお、当社グループは、デリバティブ取引についてはデリバティブ取引管理規程を定め、リスクをヘッジする

目的のみで行うこととしており、投機的な取引は行わない方針であります。

 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券

は主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その大半の支払期日が１年以内であります。なお、当

社グループは当連結会計年度末において、為替変動リスクがある外貨建ての営業債権及び営業債務は保有してお

りません。

短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース

債務は設備投資及び長期の運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。また、借入金及びリース債務

の返済（償還）予定日は最長で５年後であります。なお、これら営業債務や借入金及びリース債務について、流

動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）を認識しております。また、デリバティブ取引の利

用にあたっては、借入金の将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを回避することを目的とした金利

スワップ取引に限定しており、ヘッジ会計を適用しておりますが、市場価格の変動リスクに晒されております。

 

 (3) 金融商品に係るリスク管理体制
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 ①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、社内規程である与信管理規程に基づき、営業債権について総務人事部法務・審査課が全取引先の財務

状態や経営成績を定期的にモニタリングしそのランク付けを行い、そのランク付けに応じた信用限度額や鋼材貸

出限度、貸倒引当金繰入額を定めております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて同様の管理

を行っております。また、デリバティブ取引の利用にあたっては、格付けの高い国内の金融機関に限定してお

り、相手先の契約不履行による信用リスクはほとんどないと判断しております。

 ②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握するとともに、四半期毎に経営会議にお

いてその取引実績を報告しております。

また、デリバティブ取引についても、社内規程であるデリバティブ取引管理規程に基づき、その取引状況を四

半期毎に経営会議において報告しております。

 ③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、期初に開催される取締役会において年間の資金調達方針を審議の上決定しております。また、より効

率的な資金管理を行い、キャッシュ・フロー経営を徹底するために、月次単位で資金予算を管理・更新するな

ど、資金予算制度の充実を図り手元流動性を確保することにより、流動性リスクを管理しております。

 

 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

 

 (5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち15.3％が特定の大口顧客に対するものであります。
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　２　金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　
　前連結会計年度（2021年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

投資有価証券    

その他有価証券 642 642 ―

資産計 642 642 ―

長期借入金 2,925 2,925 0

負債計 2,925 2,925 0
 

　
　当連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

投資有価証券    

その他有価証券 648 648 ―

資産計 648 648 ―

長期借入金 2,140 2,140 0

負債計 2,140 2,140 0
 

　
（注１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから、記載を省略しております。

（注２）「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、「短期借入

金」及び「１年内返済予定の長期借入金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも

のであることから、記載を省略しております。
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（注３）市場価格のない株式等は、「投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

非上場株式（関連会社株式を含む） 3,347 3,373
 

 
（注４）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 

前連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 2,396 ― ― ―

受取手形及び売掛金 5,437 ― ― ―

電子記録債権 1,450 ― ― ―

合計 9,284 ― ― ―
 

　

当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 1,038 ― ― ―

受取手形 670 ― ― ―

売掛金 4,218 ― ― ―

電子記録債権 1,946 ― ― ―

合計 7,875 ― ― ―
 

 
（注５）短期借入金、長期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を含む）の連結決算日後の返済予定額

 

前連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 2,900 ― ― ― ― ―

長期借入金 2,230 1,025 1,100 580 220 ―

合計 5,130 1,025 1,100 580 220 ―
 

 
当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 2,879 ― ― ― ― ―

長期借入金 1,085 1,160 640 280 60 ―

合計 3,964 1,160 640 280 60 ―
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　３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 648 ― ― 648

資産計 648 ― ― 648
 

 
(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長期借入金 ― 2,140 ― 2,140

負債計 ― 2,140 ― 2,140
 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１に分類しております。

長期借入金

長期借入金については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

EDINET提出書類

丸紅建材リース株式会社(E04777)

有価証券報告書

59/92



 

(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券（2021年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 639 211 428

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 3 4 △1

合計  642 215 427
 

（注）非上場株式(連結貸借対照表計上額154百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、上記「その他有価証券」には含めておりません。

 

２　連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度

１　その他有価証券（2022年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 644 211 433

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 3 5 △1

合計  648 216 432
 

（注）非上場株式(連結貸借対照表計上額166百万円)については、市場価格がない株式等であるため、上記

「その他有価証券」には含めておりません。

 

２　連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

該当事項はありません。

 
(デリバティブ取引関係)

　前連結会計年度（2021年３月31日）

　　　　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　金利関連

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象

契約額等
（百万円）

契約額のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 400 ― (注)

 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

　　　　該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　１ 採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度等を採用しております。

　確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支

給しております。また、一部の連結子会社は退職一時金制度を採用しており、退職給付として給与と勤務期間に基

づいた一時金を支給しております。

　

　２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

退職給付債務の期首残高 966 970

勤務費用 53 53

利息費用 5 5

数理計算上の差異の発生額 △11 4

退職給付の支払額 △41 △68

その他 △3 0

退職給付債務の期末残高 970 966
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

年金資産の期首残高 1,006 1,065

期待運用収益 35 37

数理計算上の差異の発生額 15 △36

事業主からの拠出額 43 44

退職給付の支払額 △36 △65

年金資産の期末残高 1,065 1,044
 

 
(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 948 943

年金資産 △1,065 △1,044

 △117 △101

非積立型制度の退職給付債務 22 23

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △95 △78

   

退職給付に係る負債 22 23

退職給付に係る資産 △118 △102

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △95 △78
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

勤務費用 53 53

利息費用 5 5

期待運用収益 △35 △37

数理計算上の差異の費用処理額 △10 △8

その他 5 5

確定給付制度に係る退職給付費用 19 18
 

 
(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

数理計算上の差異 △16 49
 

　

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

未認識数理計算上の差異 △6 5
 

 
(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

債券 56.8% 66.8%

株式 21.2% 14.4%

生保一般勘定 13.1% 10.3%

現金及び預金 1.9% 1.7%

その他 7.0% 6.8%

合計 100.0% 100.0%
 

　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、過年度の運用実績に基づき現在及び予想される年金資産の配

分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

(2021年３月31日)
当連結会計年度

(2022年３月31日)

割引率 0.6% 0.6%

長期期待運用収益率 3.5% 3.5%
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(税効果会計関係)

　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

（繰延税金資産）     

収益認識会計基準変更差異 -百万円 389百万円

減損損失 145 〃 143 〃

賞与引当金 66 〃 67 〃

投資有価証券評価損 18 〃 18 〃

未払事業税 13 〃 12 〃

貸倒引当金 11 〃 9 〃

ゴルフ会員権評価損 10 〃 8 〃

退職給付に係る負債 7 〃 7 〃

工事損失引当金 9 〃 6 〃

繰越欠損金 2 〃 5 〃

その他 56 〃 75 〃

 繰延税金資産　小計 341百万円 744百万円

 評価性引当額 △187 〃 △173 〃

 繰延税金資産　合計 153百万円 571百万円

（繰延税金負債）     

その他有価証券評価差額金 △131百万円 △136百万円

退職給付に係る資産 △33 〃 △44 〃

その他 △26 〃 △14 〃

 繰延税金負債　合計 △192百万円 △195百万円

 繰延税金資産（負債）純額 △38百万円 375百万円
 

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度

(2021年３月31日)

当連結会計年度

(2022年３月31日)

法定実効税率 30.6 ％ 30.6 ％

（調整）     
 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 〃 0.6 〃

 住民税均等割等 1.4 〃 1.2 〃

 評価性引当額の増減 0.0 〃 0.2 〃

 持分法投資利益 △10.3 〃 △5.2 〃

 その他 1.3 〃 △0.8 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.2 〃 26.6 〃
 

　

(資産除去債務関係)

当社グループは、本社及び各支店等の事務所の不動産賃借契約に基づき、事務所退去時における原状回復に係る

債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来事務所を移転する予定もな

いため、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、前連結会計年度、当連結会計年度ともに当

該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(収益認識関係)

１　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
２　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「（連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項）４会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 
３　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

 (単位：百万円)

 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 6,710

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 6,836

契約資産（期首残高） 177

契約資産（期末残高） 337

契約負債（期首残高） 595

契約負債（期末残高） 865
 

(注) １　契約資産は、重仮設工事事業及び土木・上下水道施設工事等事業において顧客との工事契約のうち、期末日

時点で履行義務が充足され完了しているが未請求となっている対価に対する当社及び連結子会社の権利に関

するものであります。当該工事契約に関する対価は、翌連結会計年度に契約時の決済条件に従い請求し、収

受しております。

２　契約負債は、主に重仮設事業及び重仮設工事事業における顧客から収受する前受金・未成工事受入金に関す

るものであり、その後の収益の認識に伴い取り崩されます。

３　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれていた額は595百万円でありま

す。

４　過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益(主に、取引価格

の変動)の額に重要性はありません。

 
(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生

じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、建設用重量仮設鋼材(建設機材)の賃貸、販売、修理、加工等を中心に、更に杭打抜・山留架

設工事、土木・上下水道施設工事等の事業活動を展開しており、「重仮設」「重仮設工事」「土木・上下水道施

設工事等」を報告セグメントとしております。

「重仮設」は、建設用重量仮設鋼材の賃貸、販売、修理、加工等を、「重仮設工事」は、建設用重量仮設鋼材

の杭打抜・山留架設工事、地中連続壁工事等を、「土木・上下水道施設工事等」は、土木・上下水道施設工事、

建築設備工事及び工場プラント工事を行っております。

 
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値であります。なお、

セグメント間の内部収益及び振替高は市場価格に基づいております。

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度に係る連結財務諸表から収益認識会計基準等を適用し、

収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更してお

ります。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「重仮設」の売上高が381百万円、セグメント利益が

87百万円それぞれ減少しております。

 
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

 
　　前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

重仮設 重仮設工事
土木・上下水
道施設工事等

計

売上高       

  外部顧客への売上高 16,248 2,390 1,393 20,032 ― 20,032

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 16,248 2,390 1,393 20,032 ― 20,032

セグメント利益 1,369 125 18 1,513 △787 725

セグメント資産 24,313 814 985 26,113 6,480 32,594

その他の項目       

 減価償却費 167 35 5 207 19 227

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

187 75 0 263 2 265
 

(注) １　調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△787百万円は、主に報告セグメントに帰属しない当社管理部門に係る費用であ

ります。

(2)セグメント資産の調整額6,480百万円は、主に当社の現金及び預金、投資有価証券、その他管理部門に係

る資産等であります。

(3)その他の項目の減価償却費の調整額19百万円及び有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額２百万

円は、主に当社管理部門に係るものであります。

２　セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３　その他の項目の減価償却費・有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用のものが含まれて

おります。
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　　当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

重仮設 重仮設工事
土木・上下水
道施設工事等

計

売上高       

一時点で移転される財 12,354 ― 563 12,917 ― 12,917

一定の期間にわたり移転
される財

2,481 2,750 954 6,186 ― 6,186

顧客との契約から生じる
収益

14,835 2,750 1,517 19,103 ― 19,103

  外部顧客への売上高 14,835 2,750 1,517 19,103 ― 19,103

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 14,835 2,750 1,517 19,103 ― 19,103

セグメント利益 1,575 132 76 1,784 △717 1,066

セグメント資産 24,179 1,186 774 26,140 5,807 31,947

その他の項目       

 減価償却費 160 31 4 195 19 214

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

132 3 ― 136 1 137
 

(注) １　調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△717百万円は、主に報告セグメントに帰属しない当社管理部門に係る費用であ

ります。

(2)セグメント資産の調整額5,807百万円は、主に当社の現金及び預金、投資有価証券、その他管理部門に係

る資産等であります。

(3)その他の項目の減価償却費の調整額19百万円及び有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額１百万

円は、主に当社管理部門に係るものであります。

２　セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３　その他の項目の減価償却費・有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用のものが含まれて

おります。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が、連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、該当事項はあり

ません。
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当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が、連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、該当事項はあり

ません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金

又は

出資金

(百万円)

事業の

内容

又は職業

議決権等の

所有

(被所有)

割合(%)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連会社
協友

リース㈱
千葉県
柏市

30

建設用重
量仮設鋼
材(建設機
材)の賃貸
及び販売

等

(所有)

 
　直接

　　 50.00

　間接

　　　　―

当社からの鋼材の販売

及び当社への鋼材(大型Ｈ

形鋼桁材等)の賃貸、販売

当社役員兼任２名

当社従業員出向２名

鋼材の販売 428

売掛金 282

未収収益 12

前渡金 0

鋼材の賃借
及び仕入

317

支払手形 57

買掛金 40

未払費用 17

関連会社
タイ丸建

㈱
THAILAND
BANGKOK

百万BAHT

 

20

建設用重
量仮設鋼
材(建設機
材)の賃
貸・販売
及び杭打
抜工事等

(所有)
 

　直接

　　 49.00

　間接

　　　　―

当社からの技術指導

及び銀行借入に

対する債務保証

当社役員兼任１名

当社従業員兼任１名

当社従業員出向３名

技術指導料 29 未収収益 20

保証料の受入

（注1）
3 ― ―

 

 
 

　当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金

又は

出資金

(百万円)

事業の

内容

又は職業

議決権等の

所有

(被所有)

割合(%)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連会社
協友

リース㈱
千葉県
柏市

30

建設用重
量仮設鋼
材(建設機
材)の賃貸
及び販売

等

(所有)

 
　直接

　　 50.00

　間接

　　　　―

当社からの鋼材の販売

及び当社への鋼材(大型Ｈ

形鋼桁材等)の賃貸、販売

当社役員兼任２名

当社従業員出向３名

鋼材の販売 612
売掛金 273

未収収益 13

鋼材の賃借
及び仕入

299

支払手形 74

買掛金 58

未払費用 19

関連会社
タイ丸建

㈱
THAILAND
BANGKOK

百万BAHT

 

 

 

20

建設用重
量仮設鋼
材(建設機
材)の賃
貸・販売
及び杭打
抜工事等

(所有)
 

　直接

　　 49.00

　間接

　　　　―

当社からの技術指導

及び銀行借入に

対する債務保証

当社への鋼材の販売

当社役員兼任１名

当社従業員兼任１名

当社従業員出向３名

保証料の受入

（注1)
3 ― ―

技術指導料 18 未収収益 13

鋼材の仕入 447
前渡金 59

買掛金 3
 

(注) １　タイ丸建㈱の当期中の銀行借入に対して債務保証を行ったものであり、年率0.2%の保証料を受領しており
ます。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　鋼材の販売、賃借及び仕入については、市場価格に基づきその都度交渉の上、決定しております。
　技術指導料については、対価としての妥当性を勘案して交渉の上、決定しております。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　該当事項はありません。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

　該当事項はありません。

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において重要な関連会社は、協友リース㈱及びタイ丸建㈱であり、その要約財務情報は以下

のとおりであります。

    (単位：百万円)

 
協友リース㈱ タイ丸建㈱

前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 2,802 3,259 1,060 829

固定資産合計 662 680 5,915 5,145

     

流動負債合計 741 1,034 3,707 2,770

固定負債合計 ― ― 1,522 1,665

     

純資産合計 2,723 2,905 1,746 1,539

     

売上高 2,187 2,492 3,762 2,708

税引前当期純利益 723 956 440 8

当期純利益 478 631 333 3
 

　

(１株当たり情報)

　

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり純資産額 4,347.19円 4,258.75円

１株当たり当期純利益 273.41円 301.11円
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ (会計方針の変更)に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用しております。この結果、当連

結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益はそれぞれ359円61銭、18円34銭減少しておりま

す。

３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

　親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 911 1,003

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

911 1,003

　普通株式の期中平均株式数(株) 3,333,016 3,332,865
 

　

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,900 2,879 0.42 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,230 1,085 0.53 ―

１年以内に返済予定のリース債務 35 21 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,925 2,140 0.53
 2023年４月～
2027年３月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

38 17 ―
 2023年４月～
2025年３月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 8,128 6,143 ― ―
 

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。また、リース債

務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計

上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における返済予定

額の総額は、以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 1,160 640 280 60

リース債務 14 3 ― ―
 

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高(百万円) 4,249 8,560 13,846 19,103

税金等調整前四半期(当期)
純利益(百万円)

317 694 1,040 1,364

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
(百万円)

234 509 751 1,003

１株当たり四半期(当期)
純利益(円)

70.34 152.89 225.62 301.11
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益
(円)

70.34 82.55 72.73 75.49
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２ 【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,717 493

  受取手形 767 -

  売掛金 ※1  4,233 -

  受取手形、売掛金及び契約資産 - ※1  4,776

  電子記録債権 1,450 1,936

  建設機材 8,933 8,729

  商品 470 709

  材料貯蔵品 258 255

  前渡金 ※1  74 ※1  225

  前払費用 48 48

  その他 ※1  45 ※1  55

  貸倒引当金 △31 △26

  流動資産合計 17,967 17,204

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 453 462

   構築物 142 129

   機械及び装置 374 365

   車両運搬具 0 6

   工具、器具及び備品 58 46

   土地 7,940 7,940

   リース資産 49 24

   建設仮勘定 - 17

   有形固定資産合計 9,018 8,992

  無形固定資産   

   ソフトウエア 6 4

   電話加入権 0 0

   無形固定資産合計 6 4

  投資その他の資産   

   投資有価証券 797 815

   関係会社株式 1,039 1,039

   長期貸付金 - 1

   前払年金費用 110 144

   繰延税金資産 - 349

   その他 161 153

   貸倒引当金 △21 △13

   投資その他の資産合計 2,087 2,489

  固定資産合計 11,112 11,486

 資産合計 29,080 28,691
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※1  647 ※1  434

  電子記録債務 1,264 1,002

  買掛金 ※1  4,114 ※1  4,704

  短期借入金 2,900 2,875

  1年内返済予定の長期借入金 2,230 1,085

  リース債務 27 15

  未払費用 ※1  619 ※1  646

  未払法人税等 169 89

  契約負債 - 848

  前受金 577 -

  預り金 25 24

  工事損失引当金 29 21

  賞与引当金 215 218

  役員賞与引当金 30 28

  その他 ※1  232 ※1  1,784

  流動負債合計 13,082 13,777

 固定負債   

  長期借入金 2,925 2,140

  リース債務 26 10

  再評価に係る繰延税金負債 946 946

  繰延税金負債 25 -

  固定負債合計 3,923 3,097

 負債合計 17,006 16,875

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,651 2,651

  資本剰余金   

   資本準備金 662 662

   その他資本剰余金 262 262

   資本剰余金合計 924 924

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,180 1,180

    繰越利益剰余金 5,180 4,910

   利益剰余金合計 6,360 6,090

  自己株式 △136 △136

  株主資本合計 9,799 9,529

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 298 310

  土地再評価差額金 1,975 1,975

  評価・換算差額等合計 2,274 2,285

 純資産合計 12,073 11,815

負債純資産合計 29,080 28,691
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 ※1  18,190 ※1  17,212

売上原価 ※1  15,401 ※1  14,101

売上総利益 2,788 3,111

販売費及び一般管理費 ※2  2,171 ※2  2,130

営業利益 617 981

営業外収益   

 受取利息及び受取配当金 ※1  318 ※1  408

 貸倒引当金戻入額 31 4

 その他 ※1  85 ※1  65

 営業外収益合計 435 479

営業外費用   

 支払利息 ※1  47 ※1  37

 その他 15 11

 営業外費用合計 62 49

経常利益 990 1,411

税引前当期純利益 990 1,411

法人税、住民税及び事業税 252 236

法人税等調整額 △10 96

法人税等合計 242 333

当期純利益 748 1,078
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【売上原価明細書】

 

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

区分 金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

商品売上原価     

　　　　　　　　商品期首棚卸高 982  728  

　　　　　　　　当期商品仕入高 7,093  7,341  

　　　　　　　　他勘定受入高(※) 2,858  1,895  

　　　　　　　　商品期末棚卸高 728  965  

　　　　　　　　商品売上原価計 10,206 66.3 9,000 63.8

     

賃貸原価     

　　　　　　　　減耗費 1,669  1,543  

　　　　　　　　賃借費 564  576  

　　　　　　　　経費 88  119  

　　　　　　　　賃貸原価計 2,322 15.1 2,239 15.9

     

加工原価     

　　　　　　　　人件費 141  145  

　　　　　　　　外注加工費 579  547  

　　　　　　　　動力費 18  16  

　　　　　　　　運賃荷役費 1,402  1,433  

　　　　　　　　経費 730  718  

　　　　　　　　加工原価計 2,872 18.6 2,861 20.3

     

売上原価合計 15,401 100.0 14,101 100.0
 

※ 建設機材勘定からの振替高であります。

 
(原価計算の方法)

　当社の原価計算は、鋼製山留材等については実際原価による組別総合原価計算の方法により、受注加工品等につい

ては、実際原価による個別原価計算の方法によっております。
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2020年４月１日　至 2021年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,651 662 262 924 1,180 4,665 5,845

会計方針の変更によ

る累積的影響額
       

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,651 662 262 924 1,180 4,665 5,845

当期変動額        

剰余金の配当      △233 △233

当期純利益      748 748

自己株式の取得        

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 - - - - - 514 514

当期末残高 2,651 662 262 924 1,180 5,180 6,360
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △136 9,285 200 1,975 2,176 11,461

会計方針の変更によ

る累積的影響額
     -

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△136 9,285 200 1,975 2,176 11,461

当期変動額       

剰余金の配当  △233    △233

当期純利益  748    748

自己株式の取得 △0 △0    △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  97  97 97

当期変動額合計 △0 514 97 - 97 612

当期末残高 △136 9,799 298 1,975 2,274 12,073
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 当事業年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,651 662 262 924 1,180 5,180 6,360

会計方針の変更によ

る累積的影響額
     △1,081 △1,081

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,651 662 262 924 1,180 4,098 5,278

当期変動額        

剰余金の配当      △266 △266

当期純利益      1,078 1,078

自己株式の取得        

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 - - - - - 811 811

当期末残高 2,651 662 262 924 1,180 4,910 6,090
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △136 9,799 298 1,975 2,274 12,073

会計方針の変更によ

る累積的影響額
 △1,081    △1,081

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△136 8,718 298 1,975 2,274 10,992

当期変動額       

剰余金の配当  △266    △266

当期純利益  1,078    1,078

自己株式の取得 △0 △0    △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  11  11 11

当期変動額合計 △0 811 11 - 11 823

当期末残高 △136 9,529 310 1,975 2,285 11,815
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【注記事項】

(重要な会計方針)

　１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

　(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

 
　２　建設機材の評価基準及び評価方法

　購入年度別、総平均法による原価から定額法による減耗費を控除した額(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

 
　３　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　通常の販売目的で保有する棚卸資産

　　　評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　　　商品、材料貯蔵品……総平均法

 
　４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２年～45年

構築物 ２年～43年

機械及び装置 ２年～18年

車両運搬具 ２年～４年

工具、器具及び備品 ２年～20年
 

　(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。ただし自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

　(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　(4) 長期前払費用

　均等償却によっております。

 
　５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案した信用格付け

に基づく引当率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

 (2) 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における請負工事のうち、損失の発生が見込まれ、

かつその金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

 (3) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

　(4) 役員賞与引当金

　役員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
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　(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 
　６　収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。

①賃貸

　建設用重量仮設鋼材の賃貸については、出荷時から返却時までの使用期間にわたり期間配分して収益を認

識しております。

②販売

　建設用重量仮設鋼材の販売については、出荷基準で収益を認識しております。なお、販売のうち顧客との

買戻し条件付販売契約取引については、出荷時の売却金額から返却時の買戻し仕入金額を控除した純額を実

質的な使用期間に配分して収益を認識しております。

③工事契約

　当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度

に基づき収益を認識しております。その進捗度は、各会計期間の期末日までに発生した工事原価が、予想さ

れる工事原価の合計に占める割合に基づいて測定しております。

④修理・加工・運送等

　これらの役務を顧客に提供し、顧客が検収した時点で収益を認識しております。

 
　７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　（退職給付に係る会計処理）

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法

と異なっております。
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(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来、顧客と

の買戻し条件付販売契約取引による売上高計上対象額を出荷時に売却金額の総額で収益を認識しておりました

が、当該対象額を売却金額から買戻仕入金額を控除した純額を実質的な使用期間に配分して収益を認識する方法

に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利

益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に

定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識し

た契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き（１）に定める

方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契

約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の売上高は381百万円減少し、売上原価は294百万円減少し、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益はそれぞれ87百万円減少しております。また、当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映

されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の当期首残高は1,081百万円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89－３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」注

記については記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、財務諸表に与える影響はありません。

 
(表示方法の変更)

（貸借対照表関係）

前事業年度において独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「破産更生債権等」及び「長期前払費

用」は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法

を反映されるため前事業年度の財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「投資その他の資産」に表示していた「破産更生債権等」２百万

円、「長期前払費用」０百万円、「その他」158百万円は「その他」161百万円として組み替えております。

 
(会計上の見積りの変更)

（建設機材減耗費の計算方法の一部見直しについて）

建設機材の減耗費計算における残存価額は鉄スクラップの国内市況価格を参考にして算定しておりますが、そ

の市況価格が最近数年間上昇傾向にあり特に2020年以降顕著となっているため、当事業年度より見直し、将来に

わたり変更しております。

これにより、従来の方法に比べて当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ266百万円

増加しております。

 
(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

当社は、新型コロナウイルス感染症への対策を講じた上で、概ね平常時と同水準の事業活動を行っておりま

す。当事業年度末現在においては、新型コロナウイルス感染症による翌事業年度以降の建設需要への影響は軽微

であると仮定して会計上の見積りを行っております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響については、今後感染の更なる広がりや収束時期な

どについて予測が困難な状況であるため不確定要素が多く、翌事業年度の経営成績や財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。
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(貸借対照表関係)

　※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

短期金銭債権 417百万円 375百万円

短期金銭債務 184　〃 543 〃
 

 

 ２　保証債務

　他の会社等の金融機関からの借入に対し、次のとおり債務保証を行っております。

 

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

従業員(住宅資金) 2百万円 1百万円

タイ丸建㈱ 2,556　〃　※ 2,700　〃　※

 (722百万BAHT) (733百万BAHT)

計 2,559百万円 2,702百万円

※(Italian-Thai Development
　Public CO.,LTD.の再保証額)

(1,189百万円) (1,257百万円)
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 

 
前事業年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

営業取引による取引高   

　売上高 499百万円 639百万円

　仕入高 580　〃 1,036　〃

営業取引以外の取引による取引高 337　〃 136　〃
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

 報酬及び給料手当 1,073百万円 1,049百万円

 福利厚生費 257　〃 253　〃

 退職給付費用 11　〃 10　〃

 減価償却費 37　〃 31　〃

 賞与引当金繰入額 193　〃 196　〃

 役員賞与引当金繰入額 30　〃 28　〃

   

おおよその割合   

 販売費 61.50％ 64.13％

 一般管理費 38.50〃 35.87〃
 

 

(有価証券関係)

　子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、その時価を記載しておりません。

　なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

  (単位：百万円)

区分
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

子会社株式 977 977

関連会社株式 62 62

計 1,039 1,039
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(税効果会計関係)

　１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

（繰延税金資産）     

収益認識会計基準変更差異 -百万円 389百万円

　　減損損失 145  〃 143  〃

　　賞与引当金 65 〃 66 〃

　　関係会社株式評価損 20 〃 20 〃

   投資有価証券評価損 18  〃 18 〃

　　未払事業税 12 〃 10 〃

役員賞与引当金 - 〃 8 〃

　　貸倒引当金 10 〃 8 〃

　　ゴルフ会員権評価損 10 〃 8 〃

　　工事損失引当金 9 〃 6 〃

　　その他 24 〃 24 〃

　繰延税金資産小計 316百万円 705百万円

　評価性引当額 △177 〃 △174 〃

　繰延税金資産合計 139百万円 530百万円

（繰延税金負債）     

　前払年金費用 △33百万円 △44百万円

　その他有価証券評価差額金 △131 〃 △136 〃

　繰延税金負債合計 △165百万円 △181百万円

　繰延税金資産(負債)純額 △25百万円 349百万円
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(2021年３月31日)

当事業年度

(2022年３月31日)

　法定実効税率 30.6 ％ 30.6 ％

（調整）     

　　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5 〃 0.5 〃

　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △9.1 〃 △8.1 〃

　　住民税均等割等 1.6 〃 1.1 〃

評価性引当額の増減 0.0 〃 0.2 〃

　　その他 △0.1 〃 △0.7 〃

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.5 〃 23.6 〃
 

　

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表等「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
 減価償却 
累計額

有形固定資産

建物 453 36 0 26 462 1,614

構築物 142 12 ― 26 129 1,399

機械及び装置 374 72 0 80 365 2,782

車両運搬具 0 6 ― 0 6 36

工具、器具及び備品 58 4 0 16 46 111

土地
7,940
(2,922)

― ― ―
7,940
(2,922)

―

リース資産 49 ― ― 25 24 214

建設仮勘定 ― 17 ― ― 17 ―

計 9,018 150 0 175 8,992 6,159

無形固定資産

ソフトウエア 6 0 ― 3 4 ―

電話加入権 0 ― ― ― 0 ―

計 6 0 ― 3 4 ―
 

(注) １　土地の当期首残高及び当期末残高の（内書）は、土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34

号）により行った事業用土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

２　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 市原工場 事務所 32百万円

構築物 仙台ヤード 加工場土間他 5　〃

機械及び装置 市原工場 クレーン他 8　〃

 〃 仙台ヤード 開先ロボット 5　〃

〃 東播工場 自動切断機 9　〃

〃 若松工場 矯正機 13　〃

〃 西原工場 クレーン 30　〃

建設仮勘定 札幌工場 丸建基礎工事㈱事務所 16　〃
 

 
【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 53 26 39 40

賞与引当金 215 218 215 218

工事損失引当金 29 21 29 21

役員賞与引当金 30 28 30 28
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・

売渡し
 

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由
によって電子公告を行うことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
https://www.mcml-maruken.com/

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度　第53期（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）2021年６月25日関東財務局長に提出。

(2)内部統制報告書及びその添付書類

　2021年６月25日関東財務局長に提出。

(3)四半期報告書及び確認書

　第54期第１四半期（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）2021年８月５日関東財務局長に提出。

　第54期第２四半期（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）2021年11月９日関東財務局長に提出。

　第54期第３四半期（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）2022年２月８日関東財務局長に提出。

(4)臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ

く臨時報告書

2021年６月29日関東財務局長に提出。

(5)自己株券買付状況報告書

2022年６月３日関東財務局長に提出。

(6)有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度　第53期（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）2021年８月18日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2022年６月23日

丸紅建材リース株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 桐　　川　　　　　聡　　 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上　　西　　　貴　　之 ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる丸紅建材リース株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸

紅建材リース株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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重仮設事業における建設機材の賃貸及び販売に関する収益認識

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、土木建築工事に使用する建設用重量仮設鋼材
（以下、「建設機材」という。）の賃貸、販売、修理、
加工等を主な事業とし、更に建設機材に関連する仮設工
事等の事業活動を展開している。
　会社は、事業を重仮設、重仮設工事、土木・上下水道
施設工事等に区分しており、連結売上高19,103百万円の
うち重仮設事業の売上高は14,835百万円と、連結売上高
の約８割を占めている。また、重仮設事業の中でも、建
設機材の賃貸売上及び販売売上は主要な収益である。
　賃貸売上は出荷時から返却時までの使用期間にわたり
収益が計上されるのに対し、販売売上は出荷時に一時点
の収益として計上されるため、それぞれの収益計上時点
及び金額は大きく異なっている。
　なお、会社は、【注記事項】（会計方針の変更）に記
載のとおり、企業会計基準第29号「収益認識に関する会
計基準」等を当連結会計年度から適用しており、買戻条
件付販売契約取引について、出荷時に売却金額の総額で
収益を認識する方法（販売売上）から、売却金額から買
戻仕入金額を控除した純額を実質的な使用期間に配分し
て収益を認識する方法（賃貸売上）に変更している。
　会社は、収益が適切な時点及び金額で計上されるよ
う、建設機材の賃貸及び販売に関する内部統制を構築し
ている。これには、ITを利用した情報システムに関する
内部統制の構築も含まれている。
　建設機材の賃貸及び販売に関する収益認識がその取引
態様に応じて適切になされない場合には、収益計上時点
及び金額に大きな影響を及ぼすことから、売上取引の態
様に応じて、それを裏付ける証憑等に基づいて収益が計
上されているか慎重に検討する必要がある。
　したがって、当監査法人は重仮設事業における建設機
材の賃貸及び販売に関する収益認識について、監査上の
主要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、重仮設事業における建設機材の賃貸及
び販売に関する収益認識を検討するに当たり、主として
以下の監査手続を実施した。
(1) 内部統制の評価

建設機材の賃貸及び販売に関し、契約・受注内容登
録・出庫・売上計上・請求・入金に至る内部統制の整
備及び運用状況の有効性を評価した。これには、ITを
利用した情報システムに関する内部統制の整備及び運
用状況の評価も含まれており、特に、買戻条件付販売
契約取引を賃貸売上として処理するための情報システ
ムに関する内部統制に留意した。

(2) 実証手続等
・　賃貸売上及び販売売上等の取引態様別・支店別
に、売上高及び売上総利益の前期比較を実施した。

・　一定の基準に基づき抽出した賃貸売上及び販売売
上について、賃貸契約書、販売契約書、注文書、物
品受領書等の売上計上根拠資料との突合を実施し
た。また、計上された売上債権に対して、契約条件
に従った入金がなされているか確認した。

・　売上債権についての残高確認手続を実施し、会社
の認識している債権額と顧客の認識している債務額
が一致しているか確認した。差異がある場合には、
当該差異理由に合理性があるか検証した。

・　期末日付近に計上された販売売上が、翌期に合理
的な理由なく取消処理されていないか確かめるた
め、４月の取消処理の中から一定の基準に基づき抽
出し、取消理由の合理性を確かめた。

・　会社の作成した滞留債権管理資料の信頼性を確認
するとともに、当該資料を閲覧し、合理的な理由が
なく滞留しているものがないか確かめ、必要に応じ
て営業担当者への質問や証憑突合を実施した。

 

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

  

 ＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、丸紅建材リース株式会社の

2022年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、丸紅建材リース株式会社が2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。 当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 
 

※１　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 

　

2022年６月23日

丸紅建材リース株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
 

東京事務所
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員  公認会計士 桐　　川　　　　　聡　　 ㊞
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上　　西　　　貴　　之 ㊞

 

 
監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる丸紅建材リース株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸紅建

材リース株式会社の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。 

 
重仮設事業における建設機材の賃貸及び販売に関する収益認識

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項(重仮設事業における建設機材の賃貸及び販売
に関する収益認識)と同一内容であるため、記載を省略している。

 

 
 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

　
 

※１　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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